
市川市低入札価格調査制度に関する要綱  

市川市低入札価格調査制度運営要綱（平成８年４月１日施行）の全部を改正

する。  

（趣旨）  

第１条 この要綱は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政

令」という。）第１６７条の１０第１項又は第１６７条の１０の２第２項（政

令第１６７条の１３において準用する場合を含む。）の規定により、契約の内

容に適合した履行がされないおそれがあるため最低の価格をもって申込みを

した者又は価格その他の条件が最も有利なものをもって申込みをした者（以

下「最低価格申込者等」という。）を直ちに落札者としないこととする必要が

ある場合の手続に関し、政令及び市川市財務規則（昭和６０年規則第４号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（一般競争入札に係る調査基準価格の設定）  

第２条 規則第９８条の２第１項の規定による一般競争入札に係る調査基準価

格の設定は、一般競争入札により建設工事の請負、建設工事に関連する業務

委託又は製造の請負の契約（規則第９９条第１項の規定により最低制限価格

を定めて一般競争入札に付するものを除く。）を締結しようとする場合に限り

行うことができる。  

２ 一般競争入札に係る調査基準価格は、別表第１に定める契約の区分に応じ

て、予定価格算出の基礎となった額（１円未満切捨て）の合計額（ただし、

その額が予定価格の１１０分の１００に相当する額（以下「入札書比較価格」

という。）に別表第１に定める上限割合を乗じて得た額を超える場合にあって

は入札書比較価格に当該上限割合を乗じて得た額、入札書比較価格に別表第

１に定める下限割合を乗じて得た額に満たない場合にあっては入札書比較価

格に当該下限割合を乗じて得た額）から千円未満の端数を切り捨てた額に１

００分の１１０を乗じて得た額とする。なお、算出にあたっては別表第３に

留意するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、第１項に規定する契約のうち建設工事の請負の



契約又は建設工事に関連する業務委託の契約に係る一般競争入札について一

般競争入札に係る調査基準価格を定める場合において、市長が前項の規定に

より一般競争入札に係る調査基準価格を定めることが適当でないと認めると

きは、入札書比較価格に、当該契約の区分に応じ、別表第１に定める上限割

合を乗じて得た額から入札書比較価格に別表第１に定める下限割合を乗じて

得た額の範囲内で適宜の額から千円未満の端数を切り捨てた額に、１００分

の１１０を乗じて得た額とする。  

⑴ 建設工事の請負の契約 １００分の７５から１００分の９２までの範囲

内において市長が別に定める割合  

⑵ 建設工事に関連する業務委託の契約  次に掲げる契約の区分に応じ、そ

れぞれ定める割合の範囲内において市長が別に定める割合  

ア 測量業務委託の契約 １００分の６０から１００分の８２まで  

イ  地質調査業務委託の契約  １００分の６６ .６から１００分の８５ま

で 

ウ  ア及びイに掲げる契約以外の建設工事に関連する業務委託の契約   

１００分の６０から１００分の８１まで  

（失格判定基準価格の設定）  

第３条 市長は、規則第９８条の２第１項及び前条の規定により建設工事の請

負又は建設工事に関連する業務委託の契約に係る一般競争入札について一般

競争入札に係る調査基準価格を定める場合において、必要があると認めると

きは、最低価格申込者等の申込みに係る価格によっては当該最低価格申込者

等により当該契約の内容に適合した履行がされないものとして当該最低価格

申込者等を落札者としない基準となる価格（以下「失格判定基準価格」とい

う。）を定めることができる。  

２ 失格判定基準価格は、別表第２に定める契約の区分に応じて、予定価格算

出の基礎となった額（１円未満切捨て）の合計額から千円未満の端数を切り

捨てた額に１００分の１１０を乗じて得た額とする。なお、算出にあたって

は別表第３に留意するものとする。  



３ 前２項の規定により失格判定基準価格を定める場合において、最低価格申

込者等が、次の各号のいずれかに該当する場合は、契約課長の決裁により、

当該最低価格申込者等を失格とする。ただし、第２号の規定は、設計金額が

１億円を超える建設工事の請負又は建設工事に関連する業務委託の契約に係

る一般競争入札に限り適用できるものとする。  

 ⑴ 失格判定基準価格に満たない価格で申込みをした者  

 ⑵ 一般競争入札に係る調査基準価格に満たない価格で申込みをした者のう

ち、別表第２に定める予定価格算出の基礎となった額につきそれぞれ定め

る額（１円未満切捨て）のいずれかについて、入札に際して提出した内訳

書の当該費用の額が下回る者  

（入札の公告）  

第４条 市長は、規則第９８条の２第３項の規定により規則第９７条の規定に

よる公告において一般競争入札に係る調査基準価格を定める旨を明らかにす

るときは、当該公告において、次に掲げる事項を明らかにするものとする。 

⑴ 一般競争入札に係る調査基準価格に満たない価格で申込みをした者は、

規則第１０４条の規定にかかわらず、再度の入札に参加することができな

いこと。  

⑵ 前条第１項の規定により失格判定基準価格を定めた場合にあっては、当

該失格判定基準価格を定めたこと。  

⑶ 前条第３項ただし書きの規定により、同条第３項第２号の規定を適用す

る場合は、同条第３項第２号の規定を適用すること。  

⑷  一般競争入札に係る調査基準価格に満たない価格で申込みをした者との

契約に係る契約の保証の額は、契約金額の１０分の３以上とすること。  

⑸  一般競争入札に係る調査基準価格に満たない価格で申込みをした者との

契約に係る前払金は、契約金額の１０分の２以内とすること。 

⑹  一般競争入札に係る調査基準価格に満たない価格で申込みをした者との

建設工事の請負の契約において、当該者が公告日前２年以内に完成した市

川市発注の建設工事に関し、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該



公告で定める要件と同一の要件を満たす配置技術者の１名増員を義務づ

けること。  

ア  ６５点未満の工事成績評定を受けている者  

 イ  工事完成検査等において補修（軽微な手直し等を除く。）の必要がある

と認められた場合若しくは工事目的物の全部又は一部引き渡し後、契約

不適合（引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に

適合しないもの。）に起因し工事請負契約約款に基づく補修（軽微な手直

し等を除く。）又は代替物の引渡しによる履行の追完請求、代金減額請求

又は損害賠償を請求された者  

 ウ 品質管理等に関し、市川市建設工事等請負業者等競争参加資格停止基

準により競争参加資格停止を受けた者  

 エ 自らに起因して工期を大幅に遅延させた者  

（低入札価格調査の告知）  

第５条 市長は、開札の結果、最低価格申込者等の申込みに係る価格が一般競

争入札に係る調査基準価格に満たないときは、落札者の決定を留保し、規則

第９８条の２第２項の規定による調査（以下「低入札価格調査」という。）を

行うことを告知するものとする。ただし、第１順位者が複数の者である場合

においては、くじを引かせ第１順位者を１者に確定した後、落札者の決定を

保留とするか否か判断するものとする。  

２ 前項の規定による告知及びくじの実施は、市川市建設工事等電子入札実施

要領第２条に規定する電子入札システムを利用した入札（以下「電子入札」

という。）により執行した場合においては、電子入札システムにより行うもの

とする。  

 

（低入札価格調査の実施）  

第６条 市長は、低入札価格調査を行うときは、最低価格申込者等に対し、  

市川市低入札価格調査通知書（様式第１号－１又は２）により、次の各号に

掲げる一般競争入札に付した契約の区分に応じ、当該各号に定める市川市低



入札価格調査表（様式第２号～第４号）又は市川市低入札価格調査表の提出

に代わる届出書（以下「調査表に代わる届出」という。様式第５号）を別紙

１に定める市川市低入札価格調査表作成要領（以下「調査表作成要領」とい

う。）に従い提出することを求めるものとする。ただし、第３条第１項の規定

により失格判定基準価格を定めた場合において、最低価格申込者等が同条第

３項に規定する失格に該当するとき、又は市川市事後審査型一般競争入札実

施要領第２条に規定する事後審査型入札による一般競争入札を執行した場合

において、入札参加資格要件を満たしていないと判断されたときは、この限

りでない。  

⑴ 建設工事の請負の契約 市川市低入札価格調査表（工事の請負の契約関

係）（様式第２号）  

⑵ 建設工事に関連する業務委託の契約  市川市低入札価格調査表（建設工

事に関連する業務委託の契約関係）（様式第３号）  

⑶  製造の請負の契約  市川市低入札価格調査表（製造の請負の契約関係）

（様式第４号）  

２ 前項各号に規定する市川市低入札価格調査表及び調査表作成要領に定める

添付資料（以下「調査表等」という。）の提出期限は、同項の規定により調査

表等の提出を求めた日の翌日から起算して５日を経過した日（その日が市川

市の休日を定める条例（平成元年条例第１８号）第１条第１項に規定する市

の休日であるときは、その日後においてその日に最も近い当該市の休日以外

の日）とする。なお、最低価格申込者等が提出期限までに調査表等を提出し

なかった場合又は前項に規定する調査表に代わる届出を提出した場合は、管

財部長の決裁により、当該最低価格申込者等のした入札を無効とする。  

３ 契約課長及び契約に関する事務を所掌する所属長（以下「契約課長等」と

いう。）は、最低価格申込者等により一旦提出された後の当該調査表等の差替

え及び追加提出は認めないものとする。ただし、契約課長等が、低入札価格

調査に関して必要があると認めるときは、最低価格申込者等に対し、期限を

定めて、１回に限り、調査表等の追加提出のみを認めるものとする。  



４ 契約課長等は、調査表等の提出があったときは、当該調査表等の内容の調

査及び最低価格申込者等に対する事情聴取（以下この条及び次条において「調

査等」という。）を行うものとする。最低価格申込者等に対する事情聴取の実

施は、市川市低入札価格調査に係る事情聴取通知書（様式第６号）により通

知するものとする。  

５ 契約課長等は、前項の規定による調査の途中段階において、最低価格申込

者等により提出された調査表等（第３項の規定により追加提出された調査表

等を含む。）が、調査表作成要領に従い作成されていないと認める場合は、市

川市低入札価格調査中止報告書（様式第７号）により、当該最低価格申込者

等に係る低入札価格調査を中止すべきことを第８条第１項に規定する市川市

低入札価格調査委員会（第８条第１項を除き、以下「委員会」という。）に報

告するものとする。この場合において、前項に規定する当該最低価格申込者

等に対する事情聴取は、契約課長等が必要としない場合は行わないものとす

る。  

６ 契約課長等は、第４項の規定による調査等が終了したときは、別表第４に

定める履行がされないおそれに関する基準（以下「履行がされないおそれに

関する基準」という。）に基づいて、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当

該各号に定める事項を市川市低入札価格調査結果報告書（様式第８号～第１

０号）により、委員会に報告するものとする。  

⑴ 最低価格申込者等の申込みに係る価格によっては当該最低価格申込者等

により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがないと認める

場合 当該最低価格申込者等を落札者とすべきこと。  

⑵ 最低価格申込者等の申込みに係る価格によっては当該最低価格申込者等

により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認める場

合 当該最低価格申込者等を落札者とすべきでないこと。  

７ 技術管理課長は、契約課長等が行う第４項の規定による調査等及び前２項

に規定する委員会への報告において、協力と必要な助言を行うものとする。 

８ 第５項又は第６項の規定による報告を受けた委員会は、当該報告の内容を



審査し、その結果を市長に報告するものとする。  

（低入札価格申込者の調査等）  

第７条 契約課長等は、最低価格申込者等以外に一般競争入札に係る調査基準

価格に満たない価格をもって申込みをした者（以下「低入札価格申込者」と

いう。）がある場合は、前条第８項の規定よる報告において、最低価格申込者

等を落札者とすべき旨の報告があった場合を除き、履行がされないおそれに

関する基準に基づき、当該低入札価格申込者により契約の内容に適合した履

行がされないおそれがあるかどうかについて調査等を行うものとする。この

場合において、前条の規定は、当該調査等について準用する。なお、この場

合において準用する同条第４項の事情聴取は、契約課長等が必要としない場

合は行わないものとする。  

２ 前項の場合において、複数の低入札価格申込者があるときは、申込みの価

格が低い低入札価格申込者又は価格その他の条件が最も有利なものの順に、

同項の規定による調査等を行い、その結果を委員会に報告するものとする。

この場合において、複数の低入札価格申込者のうちのいずれかの者を落札者

とすべき旨の前条第８項の規定による報告があったときは、当該調査等を終

了するものとする。  

（市川市低入札価格調査委員会）  

第８条 第６条第５項及び第６項（前条第１項において準用する場合を含む。）

の規定による報告の内容について審査するため、市川市低入札価格調査委員

会を置く。  

２ 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。  

⑴ 管財部を所管する副市長（以下「副市長」という。）  

 ⑵ 総務部長  

 ⑶ 企画部長  

 ⑷ 財政部長  

 ⑸ 管財部長  

 ⑹ 街づくり部長  



 ⑺ 道路交通部長  

 ⑻ 下水道部長  

 ⑼ 教育振興部長  

３ 委員会に委員長を置き、副市長をもって充てる。  

４ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。  

５ 委員長が不在のときは委員長から事前に指名を受けた委員が、委員（副市

長を除く。）が不在のときは当該委員が指定した職員が、その職務を代理する。 

６ 委員会の会議（以下この条において「会議」という。）は、委員長が招集し、

議長となる。  

７ 委員長は、必要があると認めるときは、関係職員を会議に出席させ、説明

を求めることができる。  

８ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。  

９ 会議の議事は、出席した委員の３分の２以上をもって決し、可否同数のと

きは、議長の決するところによる。ただし、第６条第５項に規定する中止報

告書による報告のとき又は会議を招集する時間的余裕がないことが明らかで

あるときは、会議による同意を得ての決定に代えて、委員長までの決裁によ

り決定することができる。  

１０ 委員会の事務は、管財部契約課において処理する。  

１１ 前各項に定めるもののほか、委員会の運営その他必要な事項は、委員会

が定める。  

（落札者の決定等）  

第９条 市長は、第６条第８項（第７条第１項において準用する場合を含む。

次項において同じ。）の規定による報告に基づき、落札者とすべきと判定した

者を落札者、落札者とすべきでないと判定した者を失格、低入札価格調査を

中止すべきと判定した者のした入札を無効と決定する。  

２ 市長は、次のいずれかに該当する場合において、予定価格の制限の範囲内

の価格で一般競争入札に係る調査基準価格以上の価格をもって申込みをした

者があるときは、総合評価一般競争入札以外の一般競争入札にあってはその



者のうち最低の価格をもって申込みをしたものを、総合評価一般競争入札に

あってはその者のうち価格その他の条件が最も有利なものをもって申込をし

たものを落札者とするものとする。  

⑴ 最低価格申込者等が第６条ただし書の規定に該当するときであって、低

入札価格申込者がない場合  

⑵ 第６条第６項の規定による報告において、最低価格申込者等若しくは低

入札価格申込者を落札者とすべきでない旨の報告があった場合 

３  市長は、前２項の規定により落札者を決定した場合において、規則第    

１０５条第２項の規定により落札者に通知を行うときは、落札者以外の入札

者に対しては、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定めるとこ

ろにより通知をするものとする。ただし、電子入札を執行した場合において

は、第２号アに該当する場合を除き、電子入札システムにより通知するもの

とする。  

⑴ 最低価格申込者等を落札者とした場合 適宜の方法による落札者の決定

があった旨の通知  

⑵ 最低価格申込者等以外の者を落札者とした場合 次に掲げる者の区分に

応じ、それぞれ次に定める通知  

ア 最低価格申込者等で落札者とならなかった者  落札者とならなかった

理由その他必要な事項の通知（様式第１１号）  

イ アに掲げる者以外の者 適宜の方法による落札者の決定があった旨の

通知  

（再度の入札等）  

第１０条  市長は、最低価格申込者等及び低入札価格申込者の低入札価格調査

をした場合において、落札者とすべき者がないときは、１回に限り、再度の

入札を行うものとする。  

２ 市長は、前項の規定により再度の入札を行うときは、最低価格申込者等及

び低入札価格申込者に対しては落札者としない旨を、これらの者以外の入札

者に対しては再度の入札を行う旨を通知するものとする。ただし、再度の入



札を行う旨の通知は、電子入札を執行した場合においては、電子入札システ

ムにより通知するものとする。  

（虚偽説明等への対応）  

第１１条 落札者の決定後、落札者が虚偽の調査表等の提出若しくは虚偽の説明

を行ったことが明らかとなった場合又は実際の契約の履行と低入札価格調査

の内容とが著しく乖離した場合（合理的な乖離理由が確認できる場合を除

く。）は、市長は、市川市建設工事等請負業者等競争参加資格停止基準別表第

1 第１号により競争参加資格停止を行うことができる。  

（指名競争入札に係る関係規定の準用）  

第１２条  第２条から前条までの規定は、指名競争入札をする場合について準

用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。  

読み替える規定  読み替えられる字句  読み替える字句  

第２条第１項及

び第３条第１項  

規則第９８条の２第

１項  

規則第１１０条において読み替

えて準用する規則第９８条の２

第１項  

規則第９９条第１項  規則第１１０条において準用す

る規則第９９条第１項 

第３条第３項  公告日  通知日  

第４条  規則第９８条の２第

３項  

規則第１１０条において読み替

えて準用する規則第９８条の２

第３項  

規則第９７条の規定

による公告  

規則第１０９条第２項の規定に

よる通知  

当該公告  当該通知  

第４条第１号  規則第１０４条  規則第１１０条において読み替

えて準用する規則第１０４条  



第４条第６号  公告日前  通知日前  

当該公告  当該通知  

第５条  規則第９８条の２第

２項  

規則第１１０条において読み替

えて準用する規則第９８条の２

第２項  

第９条第３項  規則第１０５条第２

項 

規則第１１０条において読み替

えて準用する規則第１０５条第

２項  

 

 

 

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２２年５月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の市川市低入札価格調査制度に関する要綱の規定は、平成２２年５

月１日以後に一般競争入札の公告又は指名競争入札の参加者の指名の通知を

する競争入札について適用し、同日前に当該公告又は当該通知をした競争入

札については、なお従前の例による。  

（市川市建設工事総合評価競争入札方式実施要綱の一部改正） 

３ 市川市建設工事総合評価競争入札方式実施要綱（平成１８年１１月１日施

行）の一部を次のように改正する。  

第７条第１項第２号中「市川市低入札価格調査制度運営要綱」を「市川市

低入札価格調査制度に関する要綱（平成２２年５月１日施行）」に、同項第４

号中「市川市低入札価格調査制度運営要綱（平成８年４月１日施行）第５条」

を「市川市低入札価格調査制度に関する要綱第８条」に改める。  



附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２３年６月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の規定は、平成２３年６月１日以後に一般競争入札の公告又は指

名競争入札の参加者の指名の通知をする競争入札について適用し、同日前に

当該公告又は当該通知をした競争入札については、なお従前の例による。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２３年１０月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の規定は、平成２３年１０月１日以後に一般競争入札の公告又は

指名競争入札の参加者の指名の通知をする競争入札について適用し、同日前

に当該公告又は当該通知をした競争入札については、なお従前の例による。 

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２５年１月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の規定は、平成２５年１月１日以後に一般競争入札の公告又は指

名競争入札の参加者の指名の通知をする競争入札について適用し、同日前に

当該公告又は当該通知をした競争入札については、なお従前の例による。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２５年７月１９日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の規定は、平成２５年７月１９日以後に一般競争入札の公告又は

指名競争入札の参加者の指名の通知をする競争入札について適用し、同日前



に当該公告又は当該通知をした競争入札については、なお従前の例による。 

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の規定は、平成２６年４月１日以後に一般競争入札の公告又は指

名競争入札の参加者の指名の通知をする競争入札について適用し、同日前に

当該公告又は当該通知をした競争入札については、なお従前の例による。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の規定は、平成２７年４月１日以後に一般競争入札の公告又は指

名競争入札の参加者の指名の通知をする競争入札について適用し、同日前に

当該公告又は当該通知をした競争入札については、なお従前の例による。  

附 則  

（施行期日）  

この要綱は、平成２７年９月３日から施行する。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の規定は、平成２８年４月１日以後に一般競争入札の公告又は指

名競争入札の参加者の指名の通知をする競争入札について適用し、同日前に

当該公告又は当該通知をした競争入札については、なお従前の例による。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  



（経過措置）  

２ この要綱の規定は、平成２９年４月１日以後に一般競争入札の公告又は指

名競争入札の参加者の指名の通知をする競争入札について適用し、同日前に

当該公告又は当該通知をした競争入札については、なお従前の例による。  

附 則  

この要綱は、平成２９年１２月１８日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の市川市低入札価格調査制度に関する要綱の規定は、平成３１年４

月１日以後に一般競争入札の公告又は指名競争入札の参加者の指名の通知を

する競争入札について適用し、同日前に当該公告又は当該通知をした競争入

札については、なお従前の例による。  

附 則  

この要綱は、令和元年９月１日から施行する。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の規定は、令和元年１０月１日以後に発注する建設工事について

適用し、同日前に発注する建設工事については、なお従前の例による。  

附 則  

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  



（経過措置）  

２ この要綱の規定は、令和４年４月１日以後に一般競争入札の公告又は指名

競争入札の参加者の指名の通知をする競争入札について適用し、同日前に当

該公告又は当該通知をした競争入札については、なお従前の例による。  

附 則  

この要綱は、令和４年４月２２日から施行する。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の規定は、令和５年４月１日以後に一般競争入札の公告又は指名

競争入札の参加者の指名の通知をする競争入札について適用し、同日前に当

該公告又は当該通知をした競争入札については、なお従前の例による。  

附 則  

この要綱は、令和５年７月１８日から施行する。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の規定は、令和６年４月１日以後に一般競争入札の公告又は指名

競争入札の参加者の指名の通知をする競争入札について適用し、同日前に当

該公告又は当該通知をした競争入札については、なお従前の例による。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、令和６年５月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の規定は、令和６年５月１日以後に一般競争入札の公告又は指名

競争入札の参加者の指名の通知をする競争入札について適用し、同日前に当



該公告又は当該通知をした競争入札については、なお従前の例による。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第４条第６号の

改正規定は、同年６月１日以後から施行する。  

（経過措置）  

２ 第４条第６号の改正規定は、令和７年６月１日以後に一般競争入札の公

告又は指名競争入札の参加者の指名の通知をする競争入札について適用

し、同日前に当該公告又は当該通知をした競争入札については、なお従前

の例による。  

 



別表第１（第２条関係） 

 

  

契約の区分 予定価格算出の基礎となった額 上限割合 下限割合 

建設工事の請負

の契約 

直接工事費

の額に100分

の 97を乗じ

て得た額 

共通仮設費

の額に100分

の 90を乗じ

て得た額 

現場管理費

の額に100分

の 90を乗じ

て得た額 

一般管理費

等の額に 100

分の 68を乗

じて得た額 

100分の 

92 

100 分の

75 

建
設
工
事
に
関
連
す
る
業
務
委
託
の
契
約 

測量業務 直接測量費

の額 

測量調査費

の額 

諸経費の額

に 

100分の 50

を乗じて得

た額 

－ 100分の 

82 

100 分の

60 

建築関係の

建設コンサ

ルタント業

務 

直接人件費

の額 

特別経費の

額 

技術料等経

費の額に 100

分の 60を乗

じて得た額 

諸経費の額

に 100分の 

60乗じて得

た額 

100分の 

81 

100 分の

60 

土木関係の

建設コンサ

ルタント業

務 

直接人件費

の額 

直接経費の

額 

その他原価

の額に100分

の 90を乗じ

て得た額 

一般管理費

等の額に 100

分の 50を乗

じて得た額 

100分の 

81 

100 分の

60 

地質調査業

務 

直接調査費

の額 

間接調査費

の額に100分

の 90を乗じ

て得た額 

解析等調査

業務費の額

に 100分の 

80を乗じて

得た額 

諸経費の額

に 100分の 

50を乗じて

得た額 

100分の 

85 

100 分の

66.6 

補償関係コ

ンサルタン

ト業務 

直接人件費

の額 

直接経費の

額 

その他原価

の額に100分

の 90を乗じ

て得た額 

一般管理費

等の額に 100

分の 50を乗

じて得た額 

100分の 

81 

100 分の

60 

製造の請負の契約 100分の 60 100分の 

80 

100 分の

60 

 



別表第２（第３条関係） 

 

 

契約の区分 予定価格算出の基礎となった額 

建設工事の請負

の契約 

直接工事費の額

に 100分の 75 

を乗じて得た額 

共通仮設費の額

に 100分の 70 

を乗じて得た額 

現場管理費の額 

に 100分の 70 

を乗じて得た額 

一般管理費等の額 

に 100分の 30 

を乗じて得た額 

建
設
工
事
に
関
連
す
る
業
務
委
託
の
契
約 

測量業務 直接測量費の額

に 100分の 80 

を乗じて得た額 

測量調査費の額

に 100分の 80 

を乗じて得た額 

諸経費の額 

に 100分の 40 

を乗じて得た額 

－ 

建築関係の

建設コンサ

ルタント業

務 

直接人件費の額

に 100分の 80 

を乗じて得た額 

特別経費の額 

に 100分の 80 

を乗じて得た額 

技術料等経費の額

に 100分の 60 

を乗じて得た額 

諸経費の額 

に 100分の 60 

を乗じて得た額 

土木関係の

建設コンサ

ルタント業

務 

直接人件費の額

に 100分の 80 

を乗じて得た額 

直接経費の額 

に 100分の 80を

乗じて得た額 

その他原価の額 

に 100分の 90 

を乗じて得た額 

一般管理費等の額 

に 100分の 30 

を乗じて得た額 

地質調査業

務 

直接調査費の額

に 100分の 80 

を乗じて得た額 

間接調査費の額

に 100分の 80を

乗じて得た額 

解析等調査業務費

の額に 100分の 75

を乗じて得た額 

諸経費の額 

に 100分の 40 

を乗じて得た額 

補償関係コ

ンサルタン

ト業務 

直接人件費の額

に 100分の 80 

を乗じて得た額 

直接経費の額 

に 100分の 80 

を乗じて得た額 

その他原価の額 

に 100分の 90 

を乗じて得た額 

一般管理費等の額 

に 100分の 30 

を乗じて得た額 

 

 

 

 



別表第３（別表第１・第２関係） 

 

  

１ 建設工事の請負の契約 

項目名 左に含む費目 

直接工事費の額 直接工事費、直接製作費、機器単体費、処分費、等 

共通仮設費の額 共通仮設費、間接労務費、等 

現場管理費の額 現場管理費、工場管理費、据付間接費、設計技術費、機器間接費、

等 

一般管理費等の額 一般管理費、等 

 
２ 測量業務委託の契約 

項目名 左に含む費目 

直接測量費の額 直接測量費 

測量調査費の額 測量調査費 

諸経費の額 間接測量費、一般管理費等 

 

３ 建築関係建設コンサルタント業務委託の契約 

項目名 左に含む費目 

直接人件費の額 直接人件費 

特別経費の額 特別経費 

技術料等経費の額 技術料等経費 

諸経費の額 直接経費、間接経費 

 

４ 土木関係建設コンサルタント業務委託の契約 

項目名 左に含む費目 

直接人件費の額 直接人件費 

直接経費の額 直接経費（積上計上するものに限る。） 

その他原価の額 間接原価、直接経費（積上計上するものを除く。） 

一般管理費等の額 一般管理費等 

 

５ 地質調査業務委託の契約 

項目名 左に含む費目 

直接調査費の額 直接調査費 

間接調査費の額 間接調査費 

解析等調査業務費の額 解析等調査業務費 

諸経費の額 業務管理費、一般管理費等 

 

６ 補償関係コンサルタント業務委託の契約 

項目名 左に含む費目 

直接人件費の額 直接人件費 

直接経費の額 直接経費（積上計上するものに限る。） 

その他原価の額 間接原価、直接経費（積上計上するものを除く。） 

一般管理費等の額 一般管理費等 



別表第４（第６条関係）  
 

履行がされないおそれに関する基準 
 
 契約区分ごとに下表に定めるいずれかの内容に該当する場合は、当該契約の内容に適合した履

行がされないおそれがあると判断する。 
  

１ 建設工事の請負の契約    
項目 内容 

1 設計仕様等に適

合しない場合 
１  市が示した設計図書及び仕様書等に計上した設計数量や工法、施

工条件を満足していない場合 

２  材料・製品について、市が示した設計仕様に適合した品質・規格

を満足していない場合 

2 積算内訳書算出根

拠が適正でない場

合 

１ 算出根拠が明確でない場合 

２ 金額が一括計上されている場合 

３ 下請け見積額を下回る積算額が計上されている場合 

４ 下請け見積書等の工事内容（規模、工法、数量等）が不明確な場

合 

５ 下請け見積書等が、材料費、人件費及び諸経費の内容が確認でき

ない場合 

６ 下請け見積書等に法定福利費が明示されていない場合 

７ 資材（機器）購入に係る見積額を下回る積算額が計上されている

場合 

８ 監理技術者等の人件費、保険料、工事登録費用等の必要な経費が

現場管理費に計上されていない場合 

９  下請予定業者の見積金額が過去に取引した実績のある価格を基

礎として見積もられておらず、積算内訳書記載価格がいわゆる「指

し値」である等、不当に低額に設定されたことが明白である場合 

10  現場労働者の法定福利費が適正に計上されていない場合 

11  現場労働者の労務単価が市川市公契約要綱第９条第２項の規定

による賃金水準額を下回る場合 

3 建設副産物の処理

が適正でない場合 
１ 建設副産物について適正な処理費用が計上されていない場合 

２ 建設副産物の搬出予定地や処理体制等が設計仕様書等に合致して

いない場合 

4法令違反や契約上

の基本事項違反等

であると認められ

る場合 

１ 監理技術者等が重複専任になる場合 

２ 下請予定業者が健康保険、厚生年金保険法及び雇用保険法の規定に

よる届出の義務を履行していない場合（建設業法（昭和２４年法律

第１００号）第２条第３項に定める建設業者。ただし、当該届出の

義務がない場合を除く。） 

３ その他法令違反 

5 上記のほか、適正

な工事の履行がな

されないと認めら

れる場合 

１ その他 

  



２ 工事に関連する業務委託    
項目 内容 

1 設計仕様等に適合し

ない場合 
１ 発注者が示した設計図書及び仕様書等に計上した設計数量や

契約の履行条件を満足していない場合 

２ 機器について、発注者が示した設計仕様に適合した品質・規

格を満足していない場合 

2 積算内訳書算出根拠

が適正でない場合 
１ 算出根拠が明確でない場合 

２ 金額が一括計上されている場合 

３ 再委託の見積額を下回る積算額が計上されている場合 

４ 再委託の見積書等の委託内容（規模、工法、数量等）が不明

確な場合 

５ 技術者の人件費、保険料、等の必要な経費が計上されていな

い場合 

６ 再委託の見積額が過去に取引した実績のある価格を基礎とし

て見積もられておらず、積算内訳書記載価格がいわゆる「指し

値」である等、不当に低額に設定されたことが明白である場合 

3 法令違反や契約上の

基本事項違反等である

と認められる場合 

１ 技術者が必要な資格を有していない場合 

２ その他関係法令に違反している場合 

4 上記のほか、適正な

委託（業務）の履行

がなされないと認め

られる場合 

１ その他 

 
 
３ 製造の請負の契約    

項目 内容 
１ 設計仕様等に適合し

ない場合 
１  市が示した設計図書及び仕様書等に計上した設計数量や製造

方法、施工条件を満足していない場合 

２  材料・製品について、市が示した設計仕様に適合した品質・規

格を満足していない場合 

２ 積算内訳書算出根拠

が適正でない場合 
１ 算出根拠が明確でない場合 

２ 金額が一括計上されている場合 

 

３ 法令違反や契約上の

基本事項違反等であ

ると認められる場合 

１ 技術者が必要な資格を有していない場合 

 

４ 上記のほか、適正な

製造の履行がなされ

ないと認められる場

合 

１ その他 

 
 



様式第１号－１ 事前審査型用 
 

                               第      号 

  年  月  日 

 

  商号又は名称 

  代表者氏 名                      様 

 

 

                              市川市長    

                                 （公 印 省 略） 

（契約課扱い） 

 

 

市川市低入札価格調査通知書 
 

 

 

     年 月 日に開札した   （工事名または件名）    の入札において、

貴社の入札価格が調査基準価格を下回っていますので、市川市低入札価格調査制度に関す

る要綱第６条第１項の規定により、下記に従い書類を作成し、提出することを求めます。  

 なお、書類の作成にあたっては、市川市低入札価格調査表作成要領（別紙 1）に従って

ください。 

 

記 

 

１ 提出書類 

次の区分に従い、いずれかの書類を提出してください。 

（１）低入札価格調査を受ける者 市川市低入札価格調査表（様式〇号） 

（２）低入札価格調査を辞退する者  市川市低入札価格調査表の提出に代わる届出（様式

第５号） 

 

２ 提出期限 

     年  月  日（ ） 時  分 

 

３ 提出方法等 

    提出方法： 電子メールによる提出  

（提出先電子メールアドレス）  ○○○○@city.ichikawa.lg.jp 

    提出先 ： 市川市 契約課  

 

４ 調査対象順位 第○位  

 

５ 留意事項 

（１）市川市低入札価格調査表を提出した場合 

後日、期日等を指定して事情聴取を行います。当該期日等については、別途通知し

ます。 

  （２）市川市低入札価格調査表の提出に代わる届出を提出した場合 

低入札価格調査を中止し、貴社のした入札を無効とします。 

  （３）その他 

提出期限までに市川市低入札価格調査表を提出しない場合は、貴社のした入札を無

効とします。 



様式第１号－2 事後審査型用 
 
 

  商号又は名称 

  代表者氏 名                      様 

 

 

                              市川市長    

                                 （公 印 省 略） 

（契約課扱い） 

 

 

市川市低入札価格調査通知書 
 

 

 

     年 月 日に開札した   （工事名または件名）    の入札において、

貴社の入札価格が調査基準価格を下回っていますので、市川市低入札価格調査制度に関す

る要綱第６条第１項の規定により、下記に従い書類を作成し、提出することを求めます。 

 なお、書類の作成にあたっては、市川市低入札価格調査表作成要領（別紙 1）に従って

ください。 

 

 

記 

 

１ 提出書類 

次の区分に従い、いずれかの書類を提出してください。 

（１）低入札価格調査を受ける者 市川市低入札価格調査表（様式〇号） 

（２）低入札価格調査を辞退する者  市川市低入札価格調査表の提出に代わる届出（様式

第５号） 

２ 提出期限 

     年  月  日（ ） 時  分 

 

３ 提出方法等 

    提出方法： 電子メールによる提出  

（提出先電子メールアドレス）  ○○○○@city.ichikawa.lg.jp 

    提出先 ： 市川市 契約課  

 

４ 留意事項 

（１）市川市低入札価格調査表を提出した場合 

後日、期日等を指定して事情聴取を行います。当該期日等については、別途通知し

ます。 

  （２）市川市低入札価格調査表の提出に代わる届出を提出した場合 

低入札価格調査を中止し、貴社のした入札を無効とします。 

  （３）その他 

提出期限までに市川市低入札価格調査表を提出しない場合は、貴社のした入札を無

効とします。 

 



様式第2号　（第6条関係） 

　　年　　月　　日

住　　　　  　　所

商号 又は 名称

代表者職・氏名

工事名

開札日

調査表番号

1-1

1-2

1-3

1-4

1-5

1-6

2-1

2-2

2-3

3-1

3-2

3-3

3-4

3-5

3-6

3-7

3-8

3-9

3-10

3-11

　当社（者）が 入札した下記の工事に関して、入札書に記載した入札金額に対応した積算内容
について、市川市低入札価格調査表作成要領（以下「作成要領」という。）に従い、以下の調査表
を作成したので提出します。
　なお、提出に当たって、作成要領に定める添付書類を含めて必要な調査表が一つでも足りない
場合、調査表に不備がある場合又は記載内容に合理性がない場合等においては、落札者となら
ないことに同意いたします。

市川市低入札価格調査表　（工事の請負の契約関係）

当該価格で入札した理由

手持工事の状況

　市川市長

調査対象案件の施工場所と入札者の事務所、倉庫等との関係

手持資材及び手持機械・備品の状況

過去に施工した市川市及び他機関での公共工事の実績　（過去5年程度）

機械リース元一覧表

建設副産物の搬出地一覧表

建設副産物の搬出及び資材等の搬入に関する運搬計画書

共通仮設費（率計上分）内訳書

現場管理費内訳書

一般管理費等内訳書

積算明細書

全体工程表

下請予定業者等一覧表

施工体系図

財務状況

調査表名称

配置予定技術者名簿

資材（機器）購入予定先一覧

労務者の確保計画

工種別労務者配置計画



1-1　当該価格で入札した理由

入札価格の理由

当該価格で入札した理由を、詳細に記載すること。



1

工事名 距離 開始 請負区分

施工場所（市区町村より） （km） 終了 調査該当

2

開始 請負区分

終了 調査該当

1

工事名

施工場所（都道府県より）

工事の概要

工
期

2

工事の概要

3

4

5

工事の概要

1-2　手持工事の状況

工事の概要

工事の概要

契約金額
（税抜）

6

発注者名 落札率

調査対象案件の工事現場付近（半径20km程度）での手持工事の状況

工
期

契約金額
（税抜）

番
号

1

2

3

番
号

発注者名

調査対象案件と同種の手持工事の状況

落札率

5

4



1-3　調査対象案件の施工場所と入札者の事務所、倉庫等との関係

施工場所

設置の有無及び設置規模について考え方を記載

経費の縮減について どの経費をいくら縮減できるか、根拠を含めて記載

施工場所と事務所・倉庫等との位置関係を明らかにした地図を添付すること。

調査表1-2の工事現場付近の手持工事に記載がある場合は、当該施工場所も明記すること。

現場事務所の設置の有無

→　　【　施工場所　】

入札者事務所
の所在地

倉庫の所在地

資材搬入ルートの説明 倉庫から施工場所までの標準経路（経由する道路）を記載

【　倉庫　】　　→



1 手持資材の状況

工種 種別 単価 購入業者名（調達元） 入札者との関係

品名 規格 単位 所在地 取引年数

2 手持機械・備品の状況

単価（原価）

工種 種別 利用予定日数

使用
予定量

1

3

1-4　手持資材及び手持機械・備品の状況

番
号

在庫
数量

2

4

8

5

6

1

番
号

数量
（単位付）

メーカー名
規格　・　形式

能力　・　年代

機械・備品名称

2

4

5

6

3

7

8

7



機械名称 工種 数量（単位付） リース元業者名 入札者との関係

メーカー名 種別 単価 所在地 取引年数

※

8

10

11

13

9

番
号

1-5　機械リース元一覧表

6

規格　・　形式

能力　・　年代

5

12

本様式に記載したすべてのリース予定業者について、作成年月日の記載のある見積書を提出するこ
と。

1

2

3

4

7



1

開始 成績

終了 調査該当

工事の概要

工事の概要

工事の概要

工事の概要

工事の概要

2

開始 成績

終了 調査該当

工事の概要

工事の概要

工事の概要

工事の概要

工事の概要

5

番
号

担当部署
（部及び課名）

市川市発注分

落札率
工事名

施工場所（市区町村より）

工
期

4

3

2

他機関発注分　（市川市以外の自治体及び国・独立行政法人等）

発注者名
工事名 工

期
契約金額
（税抜）

落札率

1

番
号 施工場所（都道府県より）

1-6　過去に施工した市川市及び他機関での公共工事の実績　（過去5年程度）

契約金額
（税抜）

3

5

4

2

1



科目 金額
算定根拠及び

経費の節減が可能となる理由

1 現場事務所の設置、補修、維持、撤去に要する費用

2 労働者宿舎の設置、補修、維持、撤去に要する費用

3 倉庫、材料保管場の設置、補修、維持、撤去に要する費用

4 上記１・２・３に係る土地、建物の借上げに要する費用

5 労働者の輸送に要する費用

1 品質管理のための試験等に要する費用

2 出来形管理のための測量、図面作成、写真管理に要する費用

3 工程管理のための資料の作成等に要する費用

4 完成図の作成に要する費用

5 建設材料の品質記録保存に要する費用

6 コンクリート中の塩化物総量規制に伴う試験に要する費用

7 施工管理で使用するＯＡ機器の費用

8
竣工図書における縮小製本、ﾏｲﾗｰ原図、ﾏｲｸﾛﾌｨﾙﾑ、MOﾃﾞｨｽ
ｸ等の作成に要する費用

1
工事地域内全般の安全管理上の監視、あるいは連絡等に要す
る費用

2 不稼働日の保安要員等の費用

3
標示板、標識、保安燈、防護柵、ﾊﾞﾘｹｰﾄﾞ、照明等の安全施設
類の設置、撤去、補修に要する費用及び使用期間中の損料

4 安全用品等の費用

5 安全委員会等に要する費用

1
建設機械及び器材等（型枠材、支保材、足場材等）の搬入、搬
出並びに現場内小運搬

2 建設機械の自走による運搬（ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ油圧式等）

1 準備及び後片付けに要する費用

2 調査、測量、丁張等に要する費用

3
準備作業に伴う、伐開、除根、除草による現場内集積・積み込
み及び整地、段切り、すりつけ等に要する費用

※入札時の内訳書及び3-1積算明細書に記載した「共通仮設費（率計上分）」の合計額と一致すること。

準
備
費

共通仮設費（率計上分）　合計

2-1　共通仮設費（率計上分）内訳書

項目

営
繕
費

技
術
管
理
費

安
全
費

運
搬
費



科目 金額
算定根拠及び

経費の節減が可能となる理由

1 募集及び解散に要する費用

2 慰安、娯楽及び厚生に要する費用

3
直接工事費及び共通仮設費に含まれない作業用具
及び作業用被服の費用

4 賃金以外の食事、通勤等に要する費用

5
労災保険法等による給付以外に災害時には事業主
が負担する費用

安全訓練等に
要する費用

租税公課

保険料

　　　　　　　　円/月×　　　月

理
由

従業員の賞与 　　　　　　　　円/月×　　　月

退職金

1 労災保険料

2 雇用保険料

3 健康保険料及び厚生年金保険料の事業主負担額

4 建退共制度に基づく事業主負担額

福利厚生費

事務用品費

通信交通費

交際費

補償費

外注経費

工事登録費用

雑費

※入札時の内訳書及び3-1積算明細書に記載した「現場管理費」の合計額と一致すること。

工事施工に伴って通常発生する物件等の補修費及び騒音、振
動、濁水、交通騒音等による事業損失に係る補償費

専門工事業者等に外注する場合に必要となる経費

工事実績等の登録に係る費用

現場管理費に含まれるものであって、上記費用に含まれ
ない費用の合計額

現場管理費　合計

法定福利費

現場従業員及び現場労働者に関する次の費用

現場従業員に係る慰安娯楽、貸与被服、医療、慶弔見
舞等福利厚生文化活動に要する費用

事務用消耗品、新聞、参考図書等の購入費

通信費、交通費及び旅費

現場への来客等の対応に要する費用

自動車保険、工事保険、組立保険、火災保険、その他
の損害保険の保険料

従業員の給料
及び手当

現場従業員（純工事費に含まれる世話役、運転者等を
除く。）の給料、諸手当（通勤手当等）

現場従業員（純工事費に含まれる世話役、運転者等を
除く。）の賞与（賞与引当金を含む）

現場従業員に係る退職金（退職引当金を含む）

2-2　現場管理費内訳書

項目

労務管理費

現場労働者に係る次の費用

現場労働者の安全、衛生に要する費用及び研修訓練等
に要する費用

固定資産税、自動車税、軽自動車税等の租税公課



一般管理費内訳書

科目 項目 金額
算定根拠及び

経費の節減が可能となる理由

役員報酬 取締役及び監査役に対する報酬

従業員給料
手当

本店及び支店の従業員に対する給料、諸手当及び賞与（賞
与引当金を含む）

退職金 役員及び従業員に対する退職金（退職引当金を含む）

法定福利費
本店及び支店の従業員に関する労災保険料、雇用保険料、
健康保険料及び厚生年金保険料の事業主負担額

福利費厚生
費

本店及び支店の従業員に係る慰安娯楽、貸与被服、医療、
慶弔見舞金等福利厚生、文化活動等に要する費用

修繕維持費 建物、機械、装置等の修繕維持費、倉庫物品の管理費等

事務用品費 事務用消耗品、備品、新聞、参考図書等の購入費

通信交通費 通信費、交通費及び旅費

動力、用水、
光熱費

電力、水道、ｶﾞｽ等の費用

調査研究費 技術研究開発等の費用

広告宣伝費 広告、宣伝に要する費用

交際費 本店及び支店などへの来客等の対応に要する費用

地代家賃 事務所、寮、社宅等の借地借家料

減価償却費 建物、車輌、機械装置、事務用備品等の減価償却費

租税公課 不動産取得税、固定資産税等の租税及びその他の公課

保険料 火災保険その他の損害保険料

契約保証費 契約の保証に必要な費用

雑費
電算等経費、社内打合せ等の費用、協会活動等諸団体会費
等の費用

付加利益等内訳書

科目 項目 金額 算定根拠

営業外費用 支払利息割引料、為替差損、その他の営業外費用

税金 法人税、法人住民税、法人事業税等

配当 株主への配当金

役員賞与 役員への賞与及び退職金（退職引当金を含む）

本工事における利益の額（下欄に利益額の考え方を記載）

※入札時の内訳書及び3-1積算明細書に記載した「一般管理費等」の合計額と一致すること。

2-3　一般管理費等内訳書　　　　　（一般管理費等＝一般管理費＋付加利益等とする）

小計

利益準備金

小計

一般管理費等　合計



1 市川市の設計に準じた積算の明細書（入札内訳書）を基にして、下記の記載がある明細書を作成。

１．各細別ごとに自社施工か、下請業者（業者名を明記）による施工となるかを記載すること。

２．各細別ごとに労務費・材料費を記載すること。　

2 タイトルとして「様式3-1積算明細書」と明記すること。

3 様式は任意。

3－1　積算明細書

※　労務単価×日数×人数＋各材料費を明記



1 全体工程表は、工種単位で施工順序(施工フロー）、施工期間（日数）が確認できる工程表とする。

（準備工及び後片付けを含めたものとする。）

2 タイトルとして「様式3-2全体工程表」と明記すること。

3 様式は任意。

3－2　全体工程表

※　現場代理人及び主任（監理）技術者の配置期間を明記すること



～

※ 本様式に記載したすべての下請予定業者について、作成年月日の記載のある見積書を提出すること。また、過去に
当該下請業者が下請として施工した同種工事の見積書・契約書（無ければ賃金台帳）を添付すること。（本工事の見
積と過去の実績に相違がないかを確認する。）

代金額（税抜） 円

納期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日

交
通
誘
導
員

納入内容

会社名 手持資材 会社名 自社手持 会社名 自社労務

代金額（税抜）

資
材

納入内容

機
械

リース機械

円 代金額（税抜） 円

代金額（税抜） 円

納期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日

交
通
誘
導
員

会社名 会社名 会社名

代金額（税抜）

資
材

納入内容

機
械

リース機械

円 代金額（税抜）

納期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日

自社労務
機
械

リース機械

円 代金額（税抜）

円

代金額（税抜） 円

労
務

納入内容

代金額（税抜）

会社名 会社名 会社名

円

納入内容

円

工期 　年　月　日～　年　月　日 工期 　年　月　日～　年　月　日 工期

円

資
材

納入内容

　年　月　日～　年　月　日

請負金額(税抜) 円 請負金額(税抜) 円 請負金額(税抜)

その他 円 その他 円 その他

経費内訳下
請
工
事 円

労務 円 労務 円 労務 円

円

経費内訳

機械 円 機械

下
請
工
事

担当工事内容

円

円 資材

機械

会社名 会社名

担当工事内容

工期 　年　月　日～　年　月　日

経費内訳下
請
工
事

担当工事内容

会社名

資材 円 資材

工期 　年　月　日～　年　月　日

請負金額(税抜) 円 請負金額(税抜) 円 請負金額(税抜) 円

工期 　年　月　日～　年　月　日

円

その他 円 その他 円 その他 円

円 機械 円 機械 円

労務 円 労務 円 労務

経費内訳

資材 円 資材 円 資材 円

下
請
工
事

担当工事内容

会社名 会社名 会社名

終了

経費内訳下
請
工
事

担当工事内容

下
請
工
事

担当工事内容

経費内訳

下請負金額合計
（税抜）

機械

3－3　下請予定業者等一覧表

工事名

工期 開始 契約日以後



番号 区分 氏名 取得年月日
免許番号
交付番号

例 監理技術者 契約　太郎
〇年〇月〇日
〇年〇月〇日

第123456号

1 監理技術者

2 主任技術者

3 現場代理人

4 技術者

5

登録者数 空き人数

４．配置予定技術者名簿の記載方法

1 配置を予定する現場代理人及び主任（監理）技術者及び自社の現場管理職員（技術者等）について記載する。

2 自社の本工事関連分野登録技術者数と総登録技術者数を記載する。（空き人数とは現在工事に従事していない技術者数

3 下記に指定する資料を添付すること。

対象者：現場管理費に計上している従業員（上記1）

1．過去3ヶ月分の給与明細書、又は労働基準法第109条の規定に基づく賃金台帳の写し

２．過去3ヶ月分の法定福利費（事業者負担分）の負担状況が確認できる書面の写し

３．直近に支払われた賞与の明細書

４．上記１～３を基とする給与・法定福利費等（事業者負担分）・賞与（半年分）より、

５．自社の社員であることを証明する健康保険証の写し

６．記載した技術者等が必要な資格を有することを証明する書面の写し

平均月収及び１日当たりの単価計算書（例）

氏名 区分 単位：円

個人負担分 事業者負担分 個人負担分 事業者負担分 個人負担分 事業者負担分

7月 300,000 12,000 18,000 25,000 25,000 3,000 3,010

8月 320,000 11,500 17,900 25,000 25,500 3,000 3,000

9月 310,000 11,500 17,900 25,000 25,500 3,000 3,000

計 930,000 35,000 53,800 75,000 76,000 9,000 9,010

平均 310,000 11,667 17,933 25,000 25,333 3,000 3,003

個人負担分 事業者負担分 個人負担分 事業者負担分 個人負担分 事業者負担分

前期支給分 700,000 20,000 50,500 30,000 30,001 3,000 3,100

1ヶ月分 116,667 3,333 8,417 5,000 5,000 500 517

310,000

116,667

１か月あたりの給与 １か月あたりの法定福利費
60,204

１か月あたりの賞与 （事業者負担分）

賞与を含む平均月収 486,870 1日あたりの単価 24,344

項目 給与
健康保険料 厚生年金保険料 雇用保険料

項目 賞与（半年分）
健康保険料 厚生年金保険料 雇用保険料

現場代理人は市川市工事約款上、工事現場に常駐することが必要。

［　添付書類一覧　］

　　平均月収及び１日当たりの単価（稼動日数を月20日とする）を算出した書類 ４．は下記様式を参照

（　※　調査表その2-2現場管理費内訳書に計上した金額と整合性が取れること　）

契約　太郎 監理技術者

登録技術者数
本工事関連

分野の
登録技術者数

資格

総登録
技術者数

3－4　配置予定技術者名簿

資格 配置予定期間

一級土木施工管理技士
監理技術者（土木）資格者証

〇年〇月〇日
～〇年〇月〇日



工種 種別 単価 購入予定業者名 入札者との関係

品名 規格 単位 所在地 取引年数

※

18

本様式に記載したすべての資材購入予定業者について、作成年月日の記載のある見積書を提出するこ
と。

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2

3

3－5　資材（機器）購入予定先一覧

番
号

数量 総額

1



労務単価 員数

（円） （人） 名称 取引年数

例 土工 普通作業員 10,000 20 下請 株式会社　市川市 10

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

3－6　労務者の確保計画

番号 工種 職種
自社か
下請か

下請である場合



世
話
役

普
通
作
業
員

特
殊
作
業
員

配
管
工

電
工

運
転
手

（
一
般

）

・
・
・
・
・

・
・
・
・
・

・
・
・
・
・

・
・
・
・
・

・
・
・
・
・

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

3-7　工種別労務者配置計画

番号 工種 種別

配置予定人数

計



数量 受入価格 受入価格 運搬距離

（m3） （単価） （総額） （km）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

※
受入予定会社の作成年月日のある受入承諾書及び見積書を提出すること。

3－8　建設副産物の搬出地一覧表

番号 建設副産物 受入予定箇所 受入会社名 備考



規格 使用予定量 受入予定箇所 運搬距離 支払予定額

形式 （台数） 又は工事理由 （km） （円/1日×1台）

1

2

3

4

5

6

7

8

規格 使用予定量 受入予定箇所 運搬距離 支払予定額

形式 （台数） 又は工事理由 （km） （円/1日×1台）

1

2

3

4

5

6

7

規格 使用予定量 受入予定箇所 運搬距離 支払予定額

形式 （台数） 又は工事理由 （km） （円/1日×1台）

1

2

3

4

5

6

7

※

番号 運搬予定者 単位 数量

運搬予定者の作成年月日の記載のある見積書を提出すること。

資材及び機器などの搬入

番号 運搬予定者 単位 数量

仮置き場との間の土砂運搬等

3－9　建設副産物の搬出及び資材等の搬入に関する運搬計画書

建設副産物の搬出

番号 運搬予定者 単位 数量



始期 氏名

終期 工事名

氏名 氏名

工事名 工事名

氏名 氏名

工事名 工事名

氏名 氏名

工事名 工事名

商号又は名称 商号又は名称

工事名 工事名

専門
技術者

専門
技術者

請負金額 請負金額

工期 工期

監理（主任）技術者名 監理（主任）技術者名

監理技術者補佐名 監理技術者補佐名

工事内容 工事内容

工期 工期

監理（主任）技術者名 監理（主任）技術者名

専門
技術者

専門
技術者

監理技術者補佐名 監理技術者補佐名

工事名 工事名

工事内容 工事内容

請負金額 請負金額

監理（主任）技術者名 監理（主任）技術者名

専門
技術者

専門
技術者

商号又は名称 商号又は名称

監理技術者補佐名 監理技術者補佐名

工事内容 工事内容

請負金額 請負金額

工期 工期

工期
専門

技術者

商号又は名称 商号又は名称

工事名 工事名

3－10　施工体系図

工事名 元請負人名称

発注者名称 市川市　　代表者　　市長 監理（主任）技術者名



前事業年度 開始 終了

官公庁 民間

官公庁 民間

官公庁 民間

本事業年度 開始 終了

官公庁 民間

官公庁 民間

官公庁 民間

添付資料

1 前事業年度の貸借対照表の写し

2 前事業年度の損益計算書の写し

3 前事業年度の事業報告の写し

上記事業年度の売上総利益
（見込み・推計）

うち官公庁関係

官民比率

うち民間関係

上記事業年度の売上原価
（見込み・推計）

うち官公庁関係

官民比率

うち民間関係

上記事業年度の総売上高
（見込み・推計）

うち官公庁関係

官民比率

うち民間関係

上記事業年度の売上総利益

うち官公庁関係

官民比率

うち民間関係

上記事業年度の売上原価

うち官公庁関係

官民比率

うち民間関係

3－11　財務状況

上記事業年度の総売上高

うち官公庁関係

官民比率

うち民間関係



様式第3号　（第6条関係） 

　　年　　月　　日

住　　　　  　　所

商号 又は 名称

代表者職・氏名

件　名

開札日

調査表番号

1

2

3

4

5-1

5-2

5-3

5-4

6

7

8

9

10

11

市川市低入札価格調査表　（建設工事に関連する業務委託の契約）

　当社（者）が 入札した下記の案件に関して、入札書に記載した入札金額に対応した積算内容
について、市川市低入札価格調査表作成要領（以下「作成要領」という。）に従い、以下の調査表
を作成したので提出します。
　なお、提出に当たって、作成要領に定める添付書類を含めて必要な調査表が一つでも足りない
場合、調査表に不備がある場合又は記載内容に合理性がない場合等においては、落札者となら
ないことに同意いたします。

　市川市長

調査表名称

当該価格で入札した理由

手持のコンサルタント業務等の状況

手持機材の状況

過去に受注した同種・類似業務の実績

配置予定技術者名簿

労務者の配置状況

業務体系図

財務状況

諸経費等内訳書（建築関係コンサルタント業務用）

諸経費等内訳書（土木関係コンサルタント業務用）

諸経費等内訳書（測量業務用）

諸経費等内訳書（地質調査業務用）

積算明細書

全体工程表



1　当該価格で入札した理由

入札価格の理由

当該価格で入札した理由を、詳細に記載すること。



開始 請負区分

終了 調査該当

10

業務の概要

業務の概要

1

3

業務の概要

番
号

2

業務の概要

業務の概要

委託者名 落札率
期
間

契約金額
（税抜）

件名

施工場所（都道府県より）

業務の概要

業務の概要

2　手持のコンサルタント業務等の状況

9

7

8

業務の概要

6

5

業務の概要

4

業務の概要



単価（原価）

業務 種別 利用予定日数

1
8

1
7

1
6

1
9

1
4

1
3

1
2

1
1

9

8

1
0

3　手持機材の状況

番
号

数量
（単位付）

1

2

3

機材の名称

1
5

5

6

規格　・　形式
メーカー名

能力　・　年代

4

7



1

開始

終了

業務の概要

業務の概要

業務の概要

業務の概要

業務の概要

業務の概要

2

開始

終了

業務の概要

業務の概要

業務の概要

業務の概要

業務の概要

業務の概要

委託者所在地
（市町村まで）

1

2

5

4

4　過去に受注した同種・類似業務の実績　（過去5年程度）

契約金額
（税抜）

3

番
号

6

6

1

番
号

民間

委託者名
期
間

契約金額（税抜）件名

2

4

3

委託者名

国・地方公共団体

落札率
期
間

件名 調査該当

5



科目 金額
算定根拠及び

経費の節減が可能となる理由

1

2

3

4

5

1

2

1

2

5-1　諸経費等内訳書　（建築関係の建設コンサルタント業務用）

項目

修繕維持費・事務用品費・通信交通費・動力用水光熱費

調査研究費・広告宣伝費・交際費

諸
経
費

直接経費（特別経費を除く印刷製本費、複写費、交通費等設計業務に
関して直接必要となる費用）

間接経費（一般管理費・付加利益・その他経費）の合計

営業外費用・税金・配当・役員賞与

利益準備金（本業務における利益の額）
（下欄に利益額の考え方を記入すること）

役員報酬・従業員給与手当・退職金・法定福利費・福利費厚生費

上記2の積算根拠について下欄へ詳細に記入すること

その他経費（上記の一般管理費及び付加利益以外の経費）

技
術
料
等
経
費

技術料等経費（設計業務において発揮される技術力・創造力の対価）の積算根拠について下欄へ詳細に記入すること

小計

地代家賃・減価償却費・租税公課・保険料・契約保証費

雑費

一般管理費

付加利益

合計

特
別
経
費

特許使用料

その他発注者の特別な依頼への対応経費

小計



科目 金額
算定根拠及び

経費の節減が可能となる理由

1

2

3

4

5

1

2

3

1

2

3

4

5

1

2

小計

そ
の
他
原
価

合計

事務用品費

旅費交通費

電子成果品作成費

電子計算機使用料及び機械器具損料

（上記1から5に含まれない）その他の直接経費（下欄に詳細を記入す
ること）

調査研究費・広告宣伝費・交際費

地代家賃・減価償却費・租税公課・保険料・契約保証費

雑費

付加利益

5-2　諸経費等内訳書　（土木関係の建設コンサルタント業務用）

項目

間接原価（下記1から3までの合計）

直接経費に含まれない、当該業務担当部署の事務職員の人件費

直接経費に含まれない、当該業務担当部署の事務職員の福利厚
生費

当該業務担当部署の水道光熱費等の経費

特許使用料・製図費等

小計

直
接
経
費

一般管理費　（下記1から5までの合計）

役員報酬・従業員給与手当・退職金・法定福利費・福利費厚生費

修繕維持費・事務用品費・通信交通費・動力用水光熱費

一
般
管
理
費
等

営業外費用・税金・配当・役員賞与

利益準備金（本業務における利益の額）
（下欄に利益額の考え方を記入すること）

小計



科目 金額
算定根拠及び

経費の節減が可能となる理由

1

2

3

1

2

3

4

5

1

2

合計

上記3の積算根拠について下欄へ詳細に記入すること

営業外費用・税金・配当・役員賞与

利益準備金（本業務における利益の額）
（下欄に利益額の考え方を記入すること）

測
量
調
査
費

測量調査費（難度の高い測量業務について行う調査・測量の対価）の積算根拠について下欄に詳細に記入する

小計

役員報酬・従業員給与手当・退職金・法定福利費・福利費厚生費

調査研究費・広告宣伝費・交際費

地代家賃・減価償却費・租税公課・保険料・契約保証費

雑費

小計

付加利益

諸
経
費

修繕維持費・事務用品費・通信交通費・動力用水光熱費

5-3　諸経費等内訳書　（測量業務用）

項目

一般管理費　（下記1から5までの合計）

間接測量費　（下記1から3までの合計）

動力用水光熱費

登記簿調査経費・外注経費・業務実績登録費

その他直接測量費で積算された以外の経費



科目 金額
算定根拠及び

経費の節減が可能となる理由

1

2

1

2

3

4

5

1

2

1

2

3

4

5

6

7

8

9

旅費交通費

施工管理費

営繕費

5-4　諸経費等内訳書　（地質調査業務用）

項目

一般管理費　（下記1から5までの合計）

上記2の積算根拠について下欄へ詳細に記入すること

諸
経
費

業務管理費　（下記1から2までの合計）

土質試験等の専門調査業務に必要な外注経費・業務実績登録費

その他直接調査費・間接調査費で積算された以外の経費

役員報酬・従業員給与手当・退職金・法定福利費・福利費厚生費

調査研究費・広告宣伝費・交際費

地代家賃・減価償却費・租税公課・保険料・契約保証費

雑費

修繕維持費・事務用品費・通信交通費・動力用水光熱費

付加利益

営業外費用・税金・配当・役員賞与

利益準備金（本業務における利益の額）
（下欄に利益額の考え方を記入すること）

解
析
等
調
査
業
務
費

解析等調査業務費（高度な技術力を要する業務の対価）の積算根拠について下欄に記入すること

小計

小計

合計

間
接
調
査
費

準備費

仮設費

安全費

その他の間接調査費（下欄に詳細を記入すること）

小計

運搬費

借地料



1 積算の明細書（入札内訳書）を基にして、下記の記載がある明細書を作成。

１．各細別ごとに自社施工か、再委託業者（業者名を明記）による履行となるかを記載すること。
２．各細別ごとに労務費・材料費を記載すること。　

2 タイトルとして「様式6積算明細書」と明記すること。

3 様式は任意。

※　労務単価×日数×人数＋各材料費を明記

6　積算明細書



1 全体工程表は、業務単位で業務順序(業務フロー）、委託期間（日数）が確認できる工程表とする。

（準備及び後片付けを含めたものとする。）

2 照査の計画について、照査の体制・照査の項目・照査の時期を明確にした上で詳細に記載すること

2 タイトルとして「様式7全体工程表」と明記すること。

3 様式は任意。

7　全体工程表

※　配置予定技術者の配置期間を明記すること



番号 区分 氏名 取得年月日
免許番号
交付番号

例 管理技術者 契約　太郎 H8.7.1 第123456号

1

2

3

4

5

8．配置予定技術者名簿の記載方法

1 配置を予定する技術者について記載する。

2 自社の本業務関連分野登録技術者数と総登録技術者数を記載する。（資格が不要である場合は、不要と記載する。）

3 下記に指定する資料を添付すること。

対象者：上記の表に記載している従業員

1．過去3ヶ月分の給与明細書、又は労働基準法第109条の規定に基づく賃金台帳の写し

２．過去3ヶ月分の法定福利費（事業者負担分）の負担状況が確認できる書面の写し

３．直近に支払われた賞与の明細書

４．上記１～３を基とする給与・法定福利費等（事業者負担分）・賞与（半年分）より、

５．自社の社員であることを証明する健康保険証の写し

６．記載した技術者等が必要な資格を有することを証明する書面の写し

７．経歴書（学校歴・業務経歴・資格取得経歴を記載した書類：任意様式）

平均月収及び１日当たりの単価計算書（例）

氏名 区分 単位：円

個人負担分 事業者負担分 個人負担分 事業者負担分 個人負担分 事業者負担分

7月 300,000 12,000 18,000 25,000 25,000 3,000 3,010

8月 320,000 11,500 17,900 25,000 25,500 3,000 3,000

9月 310,000 11,500 17,900 25,000 25,500 3,000 3,000

計 930,000 35,000 53,800 75,000 76,000 9,000 9,010

平均 310,000 11,667 17,933 25,000 25,333 3,000 3,003

個人負担分 事業者負担分 個人負担分 事業者負担分 個人負担分 事業者負担分

前期支給分 700,000 20,000 50,500 30,000 30,001 3,000 3,100

1ヶ月分 116,667 3,333 8,417 5,000 5,000 500 517

310,000

116,667

8　配置予定技術者名簿

資格 配置予定期間

一級建築士
令和元年5月1日

～令和2年3月31日

管理技術者

給与
健康保険料 厚生年金保険料 雇用保険料

賞与を含む平均月収 486,870 1日あたりの単価 24,344

項目

登録者数

項目

登録技術者数
本業務関連

分野の
登録技術者数

資格

総登録
技術者数

健康保険料 厚生年金保険料 雇用保険料

契約　太郎

１か月あたりの給与 １か月あたりの法定福利費

［　添付書類一覧　］

　　平均月収及び１日当たりの単価（稼動日数を月20日とする）を算出した書類 ４．は下記様式を参照

60,204
１か月あたりの賞与 （事業者負担分）

賞与（半年分）



労務単価 員数

（円） （人） 名称 取引年数

例 建築意匠設計 技師C 10,000 20 再委託 株式会社　市川市 10

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

9　労務者の配置状況

番号 業務内容 職種
自社か

再委託か

再委託である場合



始期

終期

10　業務体系図

件名 受託者名称

委託者名称 市川市　　代表者　　市長　　〇〇〇〇 管理技術者名

期間 担当内容

技術者名 技術者名

担当内容 担当内容

技術者名 技術者名

商号又は名称 商号又は名称

担当内容 担当内容

契約金額

期間 期間

件名 件名

業務内容 業務内容

商号又は名称 商号又は名称

件名 件名

期間 期間

業務内容 業務内容

契約金額 契約金額

自社

他社

契約金額 契約金額

件名 件名

業務内容 業務内容

商号又は名称 商号又は名称

再委託の理由 再委託の理由

技術者名

担当内容

技術者名

担当内容

契約金額

再委託の理由 再委託の理由

期間 期間

再委託の理由 再委託の理由



前事業年度 開始 終了

官公庁 民間

官公庁 民間

官公庁 民間

本事業年度 開始 終了

官公庁 民間

官公庁 民間

官公庁 民間

添付資料

1 前事業年度の貸借対照表の写し
2 前事業年度の損益計算書の写し
3 前事業年度の事業報告の写し

うち官公庁関係

官民比率

うち民間関係

官民比率

うち民間関係

上記事業年度の売上総利益
（見込み・推計）

上記事業年度の売上原価
（見込み・推計）

うち官公庁関係

うち官公庁関係

官民比率

うち民間関係

上記事業年度の総売上高
（見込み・推計）

うち官公庁関係

官民比率

うち民間関係

官民比率

うち民間関係

上記事業年度の売上総利益

上記事業年度の売上原価

うち官公庁関係

うち官公庁関係

官民比率

うち民間関係

11　財務状況

上記事業年度の総売上高



様式第4号　（第6条関係） 

　　年　　月　　日

住　　　　  　　所

商号 又は 名称

代表者職・氏名

件　名

開札日

調査表番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

労務者の配置状況

施工体系図

財務状況

積算明細書

全体工程表

調査表名称

当該価格で入札した理由

当該契約期間中における他契約の請負状況

手持機材の状況

過去に受注した同種・類似案件の実績（過去5年程度）

市川市低入札価格調査表　（製造の請負の契約関係）

　当社（者）が 入札した下記の案件に関して、入札書に記載した入札金額に対応した積算内容
について、市川市低入札価格調査表作成要領（以下「作成要領」という。）に従い、以下の調査表
を作成したので提出します。
　なお、提出に当たって、作成要領に定める添付書類を含めて必要な調査表が一つでも足りない
場合、調査表に不備がある場合又は記載内容に合理性がない場合等においては、落札者となら
ないことに同意いたします。

　市川市長



入札価格の理由

当該価格で入札した理由を、詳細に記載すること。

1　当該価格で入札した理由



開始 請負区分

終了 調査該当

4

業務の概要

5

業務の概要

6

7

8

2　当該契約期間中における他契約の請負状況

9

業務の概要

業務の概要

期
間

契約金額
（税抜）

件名

施工場所（都道府県より）

業務の概要

業務の概要

委託者名 落札率

業務の概要

1

3

業務の概要

番
号

業務の概要

業務の概要

2

10



単価（原価）

業務 種別 利用予定日数

規格　・　形式
メーカー名

能力　・　年代

4

7

1
5

5

6

3　手持機材の状況

番
号

数量
（単位付）

1

2

3

機材の名称

9

8

1
0

1
2

1
1

1
4

1
3

1
6

1
9

1
8

1
7



1

開始

終了

案件の概要

案件の概要

案件の概要

案件の概要

案件の概要

案件の概要

2

開始

終了

案件の概要

案件の概要

案件の概要

案件の概要

案件の概要

案件の概要

5

発注者名

国・地方公共団体

落札率
期
間

件名 調査該当

2

4

3

6

1

番
号

民間

発注者名
期
間

契約金額（税抜）件名

3

番
号

6

4　過去に受注した同種・類似案件の実績　（過去5年程度）

契約金額
（税抜）

5

4

2

1

委託者所在地
（市町村まで）



1 積算の明細書（入札内訳書）を基にして、下記の記載がある明細書を作成。

１．各細別ごとに自社施工か、再委託業者（業者名を明記）による履行となるかを記載すること。
２．各細別ごとに労務費・材料費を記載すること。　

2 タイトルとして「様式6積算明細書」と明記すること。

3 様式は任意。

※　労務単価×日数×人数＋各材料費を明記

5　積算明細書



1 全体工程表は、業務単位で業務順序(業務フロー）、委託期間（日数）が確認できる工程表とする。

（準備及び後片付けを含めたものとする。）

2 照査の計画について、照査の体制・照査の項目・照査の時期を明確にした上で詳細に記載すること。

2 タイトルとして「様式7全体工程表」と明記すること。

3 様式は任意。

※　配置予定技術者の配置期間を明記すること

6　全体工程表



労務単価 員数

（円） （人） 名称 取引年数

例 工場作業 普通作業員 10,000 20 下請 株式会社　市川市 10

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

7　労務者の配置状況

番号 内容 職種
自社か
下請か

下請である場合



始期

終期

下請の理由 下請の理由

期間 期間

下請の理由 下請の理由

下請の理由 下請の理由

技術者名

担当内容

技術者名

担当内容

契約金額

自社

他社

契約金額 契約金額

件名 件名

請負内容 請負内容

商号又は名称 商号又は名称

商号又は名称 商号又は名称

件名 件名

期間 期間

請負内容 請負内容

契約金額 契約金額

契約金額

期間 期間

件名 件名

請負内容 請負内容

技術者名 技術者名

商号又は名称 商号又は名称

担当内容 担当内容

期間 担当内容

技術者名 技術者名

担当内容 担当内容

8　施工体系図

件名 元請負人名称

発注者名称 市川市　　代表者　　市長 責任者名



前事業年度 開始 終了

官公庁 民間

官公庁 民間

官公庁 民間

本事業年度 開始 終了

官公庁 民間

官公庁 民間

官公庁 民間

添付資料

1 前事業年度の貸借対照表の写し
2 前事業年度の損益計算書の写し
3 前事業年度の事業報告の写し

官民比率

うち民間関係

9　財務状況

上記事業年度の総売上高

上記事業年度の売上原価

うち官公庁関係

うち官公庁関係

うち官公庁関係

官民比率

うち民間関係

官民比率

うち民間関係

上記事業年度の売上総利益

官民比率

うち民間関係

上記事業年度の総売上高
（見込み・推計）

上記事業年度の売上原価
（見込み・推計）

うち官公庁関係

うち官公庁関係

うち官公庁関係

官民比率

うち民間関係

官民比率

うち民間関係

上記事業年度の売上総利益
（見込み・推計）



様式第５号 
 

市川市低入札価格調査表の提出に代わる届出 
 

年  月  日 
市川市長  

 
住        所 
商号又は名称 
代表者氏名                               印 

 
 

工事等の名称                                        

 

上記について、   年  月  日付けで、市川市低入札価格調査表の提出について

通知を受けましたが、次の理由により、市川市低入札価格調査表を提出しないことを届

け出ます。この結果、低入札価格調査が中止となり、入札が無効として扱われることに

ついても、特に異存はありません。 

 

市川市低入札価格調査表を提出しない理由 

 １ 市川市低入札価格調査表について、所定の用件を満たす調査表の作成が困難であ

ることが明らかになったため 

  （                                    ） 

 ２ 入札後に発生した事情により、入札条件・契約条件を満たすことができないこと

が明らかになったため 

 （                                    ） 

  ３ その他 

（                                    ） 

   

 

注意 

 １ 提出しない理由の内容により、不利益な取扱いを受けることはありません。 

２ 提出しない理由のうち、該当する番号に○を付けるとともに、括弧の中に具体的な内

容を記載してください（括弧の中に記載しきれない場合は、別紙に記載し添付してく

ださい。) 

３ 制度運用の参考のため、担当者に聞き取りをすることがあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  



 
様式第 6 号 
 

                               第      号 

  年  月  日 

 

  商号又は名称 

  代表者氏 名                      様 

 

 

                                契約課長  
 

 

市川市低入札価格調査に係る事情聴取通知書 
 

 

 

    年 月 日に開札した  （工事名または件名） について、市川市低入札価格

調査制度に関する要綱第６条第３項の規定により、下記のとおり事情聴取を行いますので

通知します。  

 

記 

 
 

１ 事情聴取の日時、場所  

・事情聴取日：  年  月  日（ ） 

・時   間：午前  時  分から 

・場   所：市川市役所 第 庁舎 ○○○ 

 

２ 事情聴取の概要  

  提出されている市川市低入札価格調査表の内容に関する事情聴取を行います。 

 

  ３  貴社出席者 

事情聴取に際しては必ず次の方の出席をお願いします。 

・本契約に関して締結の権限を持つ方 

・本工事（本件）に関する積算責任者 

・本工事（本件）の配置予定技術者 

 

４ 調査資料の持参 

事情聴取に際しては提出した調査資料のすべてを持参してください。 

なお、市川市分をご用意いただく必要はありません。 

   

 
 
 
 
 
 



 
様式第 7 号 

            

           市川市低入札価格調査 中止報告書 
   

下記調査対象者から提出された市川市低入札価格調査表は、市川市低入札価格調査表作成要

領に従い作成されていないため、市川市低入札価格調査制度に関する要綱第６条第４項（同条

第５項に該当する場合を含む。）の規定により、当該調査対象者に係る低入札価格調査を中止す

べきことを報告します。 

 

 

工 事 名（件名）  

施工（施行）場所  

施工（施行）期限  所管課  

 

 

調査対象者  

開札年月日  事情聴取年月日  

入札価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

別表第２に定める予定価格算出の基

礎となった額による失格の適用有無

                 【 有 ・ 無 】 
適用「有」の場合、以下の金額（税抜） 

・直接工事費       円 

・共通仮設費       円  

・現場管理費       円 

・一般管理費等      円 

 

予定価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

調査基準価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

失格判定基準価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

 

 

市川市低入札価格調査表作成要領に従い作成されていない事項 

書類名称 調査表作成要領に従って作成されていない事項 

  

  



様式第８号（建設工事） 
 

市川市低入札価格調査 結果報告書 
 

 

工 事 名  

施工場所  

施工期限  所管課  

 

 

調査対象者  

開札年月日  事情聴取年月日  

入札価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

別表第２に定める予定価格算出の基

礎となった額による失格の適用有無

                【 有 ・ 無 】 
適用「有」の場合、以下の金額（税抜） 

・直接工事費       円 

・共通仮設費       円  

・現場管理費       円 

・一般管理費等      円 

 

予定価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

調査基準価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

失格判定基準価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

 

 

調査項目 調査等実施結果 

1 当該価格により

入札をした理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 
調査対象案件の

現場付近での手

持工事及び同種

の手持工事の状

況 

発注者名 工期 工事名 
契約金額 

（税抜） 
落札率 

 
 

   
 

 
 

   
 

3 調査対象案件

の施工場所と

入札者の事業

所及び倉庫等

の関係 

 

4 手持資材及び

機械・備品の状

 

 

5 機械リースの

状況 

 



6 過去に施

工した公

共工事の

主な工事

名、発注

金額及び

成績 

市川市

発注分 

発注者

名 
工期 工事名 

契約金額 

（税抜） 
落札率 

市川市 
 

   
 

市川市 
 

   
 

他機関

発注分 

 
 

   
 

 
 

   
 

7 主な下請予定

業者 
 

8 技術者の供給

見通し 
登録技術者数  

配置予定技術者  

9 主な資材調達

予定先 

 

10 

 

労務者の供給

見通し 

 

11 建設副産物に

関する事項 

 

12 信用状況  

13 その他必要な

事項 

 

14 事情聴取の内

容 

 

15 市川市低入札価格調査制度に関する要綱別表４（履行がされないおそれに関する基準）に

該当する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

16 調査の結果 

□ 当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがないため、落札者とすべきである。 

□ 当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあるため、落札者とすべきでない。 

 



様式第９号（建設工事に関連する業務委託） 

 

市川市低入札価格調査 結果報告書 
 

 

件  名  

施行場所  

施行期限  所管課  

 

 

調査対象者  

開札年月日  事情聴取年月日  

入札価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

別表第２に定める予定価格算出の基

礎となった額による失格の適用有無

                 【 有 ・ 無 】 
適用「有」の場合、以下の金額（税抜） 

・直接人件費       円 

・直接経費費       円  

・その他原価       円 

・一般管理費等      円 

 

予定価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

調査基準価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

失格判定基準価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

 

 

調査項目 調査等実施結果 

1 当該価格により

入札をした理由 

 

 

 

 

 

2 手持ちのコンサ

ルタント業務等

の状況 

発注者名 期間 件名 
契約金額 

（税抜） 
落札率 

 
 

   
 

 
 

   
 

3 手持機材の状況 
 

4 過去に受

注した同

種・類似

業務の実

績 

国・地

方公共

団体 

発注者名 期間 件名 
契約金額 

（税抜） 
落札率 

 
 

   
 

 
 

   
 

民 間 

 
 

   
 

 
 

   
 



5 技術者の供給見

通し 
登録技術者数  

配置予定技術者  

6 労務者の供給見

通し 

 

7 信用状況  

 

 

 

 

8 その他必要な事

項 

 

9 事情聴取の内容  

10 市川市低入札価格調査制度に関する要綱別表４（履行がされないおそれに関する基準）に

該当する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 調査の結果 

□ 当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがないため、落札者とすべきである。 

□ 当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあるため、落札者とすべきでない。 

 



様式第１０号（製造請負） 
 

市川市低入札価格調査 結果報告書 
 

 

件 名  

場 所  

期 限  所管課  

 

 

調査対象者  

開札年月日  事情聴取年月日  

入札価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

 予定価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

調査基準価格 
(税込) 

(税抜) 

円 

円 

 

 

調査項目 調査等実施結果 

1 その価格により

入札をした理由 

 

 

 

2 当該契約期間

中における他

契約の請負状

況 

発注者名 期間 件名 
契約金額 

（税抜） 
落札率 

 
 

   
 

 
 

   
 

4 

 

労務者の供給見

通し 
 

5 手持機材の状況 
 

6 主な下請予定業

者 
 

7 

過去に受

注した同

種・類似

案件の実

績 

国・地 

方公共

団体 

発注者名 期間 件名 
契約金額 

（税抜） 
落札率 

 
 

   
 

 
 

   
 

民 間 

 
 

   
 

 
 

   
 



8 信用状況  

 

 

 

 

9 その他必要な事

項 

 

10 事情聴取の内容  

11 市川市低入札価格調査制度に関する要綱別表４（履行がされないおそれに関する基準）に

該当する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 調査の結果 

□ 当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがないため、落札者とすべきである。 

□ 当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあるため、落札者とすべきでない。 

 

 



 
様式第１１号 
 

                               第      号 

  年  月  日 

 

  商号又は名称 

  代表者氏 名                      様 

 

 

                                市川市長     

     

 
 

 

低入札価格調査により落札者としないことの決定について（通知） 

 

 

 

    年 月 日に開札した  （工事名または件名） について、低入札価格の調査

を行った結果、貴社を落札者としないことを決定したので、市川市低入札価格調査制度に

関する要綱第９条第３項の規定により通知します。  

 

 

記 

 

 

1．落札者としない理由    

    

 

 

以上 

 



 
別紙１（第６条関係）  

低入札価格調査表作成要領 
 
  

 
【１】市川市低入札価格調査表（工事の請負の契約関係）（様式第２号）の記載要領 
 
表紙 

      低入札価格調査表を提出する際の確認事項を記載しています。記載内容をご確認の上、必要事項

をすべて入力してください。 
 
１-１当該価格で入札した理由 

（１） 当該価格で入札した理由を、労務費、手持工事の状況、調査対象工事現場と当該入札者の事

務所・倉庫等との関係、手持資材の状況、手持機械の状況、下請予定業者の協力等の面から

記載する。 
 （２） 直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等の各費目別に、自社が入札した価格

で施工可能な理由を具体的に記載するとともに、各理由ごとに、その根拠となるべき以下の

様式の番号を付記する（以下の様式によっては自社が入札した価格で施工可能な理由が計数

的に証明されない場合は、本様式又は添付書類において計数的説明を行うものとする。）。 
 （３） なお、当該価格で入札した結果、安全で良質な施工を行うことは当然である。 
 
１-２ 手持工事の状況  

（１）「１調査対象案件の工事現場付近（半径 20km 程度）での手持工事の状況」の欄は、以下の点

に留意すること。 
・ 手持工事の中で低入札価格調査対象案件が含まれる場合には優先的に記載する。 
・ 「請負区分」は、元請・下請の別を記載する。 
・ 「調査該当」は、低入札価格調査対象案件の該当・非該当の別を記載する。なお、下請け

での工事もしくは民間工事の場合、「対象外」と記載すること。 
・「落札率」は、下請けでの工事もしくは民間工事の場合、記載は必要ないものとする。 

 （２）「2 調査対象案件と同種の手持工事の状況」の欄は以下の点に留意すること。 
    ・ 同種の手持工事については、工事の概要を記載すること。なお、調査対象工事の経費を縮

減する要素がある場合には、どの経費をいくら縮減できるのか根拠を含めて計数的に明ら

かにすること。 
       ・ 「請負区分」は、元請・下請の別を記載する。 

・ 「調査該当」は、低入札価格調査対象案件の該当・非該当の別を記載する。なお、下請け

での工事もしくは民間工事の場合、「対象外」と記載すること。 
※ 添付書類 

・ 記載した手持工事の場所と調査対象案件との位置関係を明らかにした地図 
（図面の縮尺は自由とするが、調査対象工事現場までの距離及び連絡経路が分かるように

すること。） 
・ 記載した手持工事に関する契約書頭紙の写し 
・ 記載した手持工事に低入札価格調査対象案件が含まれる場合には、その入札結果一覧及び

低入札価格調査対象案件になった理由書（任意様式） 
 
１-３ 調査対象案件の施工場所と入礼者の事務所､倉庫等との関係 

（１） 本様式は、調査対象案件において調査対象者が使用する事務所・倉庫及び利用予定の資材搬

入ルートについて記載する。 
（２） 当該事務所・倉庫等が複数存在する場合には、使用の主目的を記載すること。 
（３） 資材搬入ルート欄については、最もよく使われる予定の倉庫から施工場所までのルートとし、

その経路については、一番使うことになる想定のルートとする。 
（４） 現場事務所の設置の有無欄については、設置の有無の理由・設置する場合の設置規模の理由

について詳細に記載すること。また経費についても記載すること。 
（５） 当該事務所、倉庫、資材保管場所等が近距離に存在することにより、調査対象工事に関する

現場事務所、倉庫、資材保管場所等に係る営繕費や資機材の運搬費、通信交通費、事務用品



費など、どの経費をいくら縮減できるかを根拠を含めて計数的に明らかにする。 
※添付書類 

・ 施工場所と事務所・倉庫等との位置関係を明らかにした地図 
（図面の縮尺は自由とするが、調査対象工事箇所までの距離及び連絡経路が分かるように

する。また、地図内に調査表１－２「手持工事の状況」に記載した工事の施行場所がある

場合は、当該手持ち工事の施工場所も明記すること。） 
・ 本様式に記載した調査対象者の事務所、倉庫等の存在及び権原を証明する登記関係書類又

は賃借権を定めた契約書等の写し 
 
１—４ 手持資材及び手持機械・備品の状況 
（１）本様式は、調査対象工事で使用する予定の手持ち資材について記載する。 
（２）「１手持資材の状況」の欄は、以下のとおり記載する。 

・「単価」の欄には、手持ち資材の原価を記載する（調査対象工事について発注者から受け取る

請負代金から支弁することを予定していない場合を含む。）。例えば、使い切りの材料等につ

いては調達時の価格を、繰り返しの使用を予定する備品等については摩耗や償却を適切に見

込んだ価格を記載する。 
・「購入業者名（調達元）」の欄には、手持ち資材を調達した際の調達元を記載する。 
・「入札者との関係」の欄には、購入した業者との関係を記載する。（例：協力業者・同族会社

等） 
（３）「2 手持機械・備品の状況」の欄には、以下のとおり記載する。 

   ・「単価（原価）」の欄には、手持機械・備品の使用に伴う原価を記載する（調査対象工事につ

いて発注者から受け取る請負代金から支弁することを予定していない場合を含む。）。例えば、

年間の維持管理費用（減価償却費を含む）を調査対象工事の専属的使用日数で按分した金額

に運転経費等を加えた額を記載する。 
   ・「メーカー名」には購入業者名ではなく、当該機械・備品の製作会社名を記載する。 

・「利用予定日数」は専属的使用日数を記載する。 
※添付書類 

・ 手持資材について、その保有を証明する帳簿の写し及び写真（当該資材の特徴が分かる部

分を撮影したもの及び全景が分かるように撮影したもの。） 
・ 手持機械・備品について、その保有を証明する機械管理台帳及び備品台帳等の写し及び写

真（当該機械・備品固有の特徴が分かる部分（固有番号等）及び全景が分かるように撮影

したもの。） 
・ 手持資材、手持機械・備品について、調達時の価格が確認できる契約書等の写し 
・ 過去１年間の稼働状況など、本様式に記載した手持ち機械が調査対象工事で使用可能な管

理状態にあることを明らかにした書面 
 
１-５ 機械リース元一覧表 

（１）本様式は、調査対象者が直接機械のリースを受けようとする予定業者について記載する。 
（２）「単価」の欄には、機械リース予定業者からリースを受ける際の支払予定の金額で、当該業者

の過去の取引実績のある単価以上の金額等合理的かつ現実的な金額を記載する。 
（３）「入札者との関係」の欄には、リース予定業者との関係（例：協力業者・同族会社等）、取引

年数を記載する。 
（４）手持ち機械以外で自社の機械リース部門からのリースを予定している場合についても本様式

に記載するものとし、「単価」の欄に、自社の機械リース部門が過去に 第三者と取引した際

の実績額又は原価等合理的かつ現実的な額を、「リース元業者名」の欄に当該機械リース部門

に関する事項を、それぞれ記載する。 
※添付書類 

   ・ リース予定業者の作成年月日の記載のある見積書 
・ リース予定業者の過去の取引実績のある単価など見積書記載の金額の合理性かつ現実性を

確認できる契約書等の写し 
・ 自社の機械リース部門からのリースを予定している場合は、本様式に記載した機械をリー

スしていることを確認できる書面のほか、自社の機械リース部門が過去に 第三者と取引し

た際の実績額又は原価など本様式の「単価」欄の金額の合理性かつ現実性を確認できる契

約書等の写し、原価計算書等を添付する。 



 
１-６ 過去に施工した同種の市川市及び他機関での公共工事の実績（過去5年程度） 

（１） 本様式は、過去 5 年程度に元請として施工した同種の公共工事の実績について記載する。 
（２）工事が完了した（検査済）案件で、新しいものから記載する。ただし、低入札価格調査対象

案件が含まれる場合には優先的に記載すること。 
（３）市川市発注分と市川市以外の発注分に分けて記載する。 
（４）「工事の概要」の欄には、工事の概要を明瞭かつ簡潔に記載する。 
（５）「成績欄」の欄には、工事成績評定点を記載すること。（発注者から工事成績評定点が通知さ

れていない場合は「非通知」と記載すること。） 
（６）「落札率」の欄には、落札率について記載すること。（予定価格が公表されていない場合は「非

公表」と記載すること。） 
※添付書類 

・ 記載した工事に関する契約書頭紙の写し 
・ 記載した工事に低入札価格調査対象案件が含まれる場合には、その入札結果一覧、工事成

績評定通知書の写し及び低入札価格調査対象案件になった理由書（任意様式） 
 
２—１ 共通仮設費（率計上分）内訳書 
（１）本様式には、共通仮設費の内訳明細を記載する。 
（２）本様式には、営繕費・技術管理費・安全費・運搬費・準備費に係る項目別の金額を明示する

ものとし、一括計上は認めない。 
（３）間接労務費等の共通仮設費以外の費用について記載する場合は、当該費目を共通仮設費と区

分して記載する。 
（４）「算定根拠及び経費の節減が可能となる理由」の欄には、項目ごとに算定した詳細な根拠を記

載すること。 
（５）「金額」及び「算定根拠及び経費の節減が可能となる理由」の欄が空白の場合は失格とする場

合がある。 
（６）金額にゼロを記載した場合は、「算定根拠及び経費の節減が可能となる理由」に費用を計上し

ない理由を記載すること。なお、合理的な理由がない場合は失格とする場合がある。 
 
２—２ 現場管理費内訳書 
（１）本様式には、現場管理費の内訳明細を記載する。 
（２）本様式には租税公課・保険料・従業員手当・法定福利費・外注経費など必要な項目の金額を

明示するものとし、一括計上は認めない。 
（３）工場管理費等の現場管理費以外の費目について記載する場合は、当該費目を現場管理費と区

分して記載する。 
（４）項目ごとに算定した詳細な根拠を記載すること。 
（５）「従業員の給与及び手当」については、算定額の内訳を理由欄に記載すること。また、調査表

３－４「配置予定技術者名簿」と整合性がある内容であること。 
（６）「法定福利費」については、調査表３－４「配置予定技術者名簿」及び下請業者等の見積書に

記載された法定福利費と整合性がある内容であること。 
（７）各項目の「金額」及び「算定根拠及び経費の節減が可能となる理由」の欄が空白の場合は失

格とする場合がある。 
（８）各項目の「金額」にゼロを記載した場合は、「算定根拠及び経費の節減が可能となる理由」に

費用を計上しない理由を記載すること。なお、合理的な理由がない場合は失格とする場合が

ある。 
 
２—３ 一般管理費等内訳書 
（１）本様式には、一般管理費及び付加利益等の内訳明細を記載する。 
（２）本様式には少なくとも法定福利費・修繕維持費・事務用品費・通信交通費・動力用水光熱費・

地代家賃・減価償却費・租税公課・保険料・契約保証費などの項目の金額を明示するものと

し、一括計上は認めない。 
（３）利益準備金については、算定根拠を金額の右欄に記載するとともに、その金額を計上した考

え方（本工事における利益額の考え方）を詳細に記載すること。当該欄が空白の場合は失格

とする場合がある。 



（４）各項目の「金額」及び「算定根拠及び経費の節減が可能となる理由」の欄が空白の場合は失

格とする場合がある。 
（５）各項目の「金額」にゼロを記載した場合は、「算定根拠及び経費の節減が可能となる理由」に

費用を計上しない理由を記載すること。なお、合理的な理由がない場合は失格とする場合が

ある。 
 
３—１ 積算明細書 
（１）数量総括表に対応する内訳書とする。 
（２）様式は任意とし、タイトルとして「様式 3-1 積算明細書」と明記すること。但し、市が様式

を指定した場合は指定様式を使用すること。 
（３）入札時に提出した内訳書を基にして、下記のとおり明細書を作成する。 
  ① 細別ごとに自社施工か、下請業者（業者名を明記）による施工となるかを記載する。 

② 細別ごとに労務費、機械費、資材費、その他の区分別に記載する。（3-3 下請予定業者等一

覧表と突合できること。） 
③ 計上する金額は、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実的なものでなければならな

いものとし、具体的には、過去の取引実績に基づく下請予定業者等の見積書、自社の資機材

や社員の活用を予定する場合は原価計算に基づく原価等を適切に反映させた合理的かつ現実

的なものとする。 
④ 自社労務者に係る費用は直接工事費に、また、自社の現場管理員（技術者等）及び自社の交

通誘導員に係る費用は現場管理費にそれぞれ計上するものとし、一般管理費等には計上しな

いものとする。 
⑤工事の施工に必要な費目との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、「お得意様割引」等

の名目による金額計上は行わないものとする。 
 
※添付書類 
・下請予定業者や納入予定業者の見積書の写し（取引実績や購入原価等に裏付けられたもの）

ただし、以下の様式及び添付書類によって積算根拠や取引実績等の裏付けが確認できる場

合は、本様式の添付書類として添付することを要しない。 
 
３—２ 全体工程表 
（１）全体工程表は、工種単位で施工順序(施工フロー）、施工期間（日数）が確認できる工程表と

する。（準備工及び後片付けを含めたものとする。） 
（２）様式は任意とし、タイトルとして「様式 3-2 全体工程表」と明記すること。 
   ※現場代理人及び主任（監理）技術者の配置期間を明記すること 

 
３—３ 下請予定業者等一覧表 
（１）下請予定業者、直接納入を受けようとしている資材（機器）業者や機械リース会社について

会社単位で記載するとともに、調査対象工事において使用を予定している自社保有の資機材

や労務者についても記載する。 
（２）下請予定業者が担当する工事において使用する予定の機械経費、労務費、資材費、その他の

費用について、区分別の金額内訳を記載する。 
（３）使用を予定する手持ち資材については「1—4 手持資材及び手持機械・備品の状況」、購入予

定の資材（機器）については「3－5 資材（機器）購入予定一覧」、直接リースを受ける予定

の機械については「1－5 機械リース元一覧表」、確保しようとする労務者については「3－6 
労務者の確保計画」対応した内容とする。 

※添付書類 
 ・本様式に記載したすべての下請予定業者について、作成年月日の記載のある見積書の写し 

  ・見積書の一括計上は認めない。本様式に記載した機械経費、労務費、資材費、その他の費用の

根拠として確認できる内容であること。また、法定福利費の明記は必須とし、明記されていな

い場合は失格となるため注意すること。 
  ・上記１の見積書の金額が、過去に下請業者として施工した実績のある同様の工事における金額 

に基づいた合理的かつ現実的なものであることを明らかにする当該工事の経費内訳を明らかに 
した見積書や契約書等の書面を添付する（当分の間、労務費について添付する書面は、上記の 
見積書や契約書等の書面に代えて、その下請予定業者が労務者に支払った給与の実績が確認で 



きる過去３月分の給与明細書又は労働基準法第１０８条の規定に基づく賃金台帳の写しでも差 
し支えない。）。 
 

３—４ 配置予定技術者名簿 
（１）配置を予定する現場代理人、主任（監理）技術者及び自社の現場管理職員（技術者等） 

について記載する。 
 （２）入札公告に定める条件により、配置が必要な主任（監理）技術者と同一の要件を満たす技術

者を１名増員して配置することとなるときは、その者についても記載する。 
 （３）本工事関連分野登録技術者数と総登録技術者数を記載する。（空き人数とは現在工事に従事し

ていない技術者数。） 
※添付書類 

  上記（１）及び（２）に記載した者について、下記の資料を添付すること。 
  ・過去 3 ヶ月分の給与明細書、又は労働基準法第 109 条の規定に基づく賃金台帳の写し 
  ・過去 3 ヶ月分の法定福利費（事業者負担分）の負担状況が確認できる書面の写し 
  ・直近に支払われた賞与の明細書の写し（余白に算定対象期間を記載する。） 
  ・上記を基とする給与・法定福利費等（事業者負担分）・賞与（半年分）より、平均月収及び 1

日当たりの単価（稼動日数を月 20 日とする）を算出した書類 
  ・平均月収及び 1 日当たりの単価（稼動日数を月 20 日とする）を算出した書類 
  ・自社の社員であることを証明する健康保険被保険者証等の写し 
  ・記載した技術者等が必要な資格を有することを証明する書面の写し 
 
３—５ 資材（機器）購入予定先一覧表 
（１）「総額」の欄には、購入予定業者に支払う予定の金額を記載する。この金額は、購入予定業者

の取引実績（過去 1 年以内の販売実績に限る）に基づく、合理的かつ現実的な金額とする。 
（２）入札者との関係の欄には、購入予定業者との関係と記載する。（例：協力会社・同族会社等） 
（３）手持ち資材（機器）以外で自社製品の資材（機器）の活用を予定している場合についても本

様式に記載するものとし、「単価」の欄に自社の製造部門が過去に第三者と取引した際の販売

実績額又は製造原価を、「購入予定業者名」の欄に当該製造部門に関する事項を、それぞれ記

載する。 
※添付書類 

・本様式に記載したすべての資材購入予定業者について、作成年月日の記載のある見積書及びそ

の購入予定業者の過去の取引実績のある単価など見積書記載の金額の合理性かつ現実性を確

認できる契約書等の写し 
 ・ 自社製品の資材（機器）の活用を予定している場合は、本様式に記載した資材（機器）を製

造していることを確認できる書面のほか、自社の製造部門が過去に第三者と取引した際の販

売実績額又は製造原価など本様式の「単価」欄の金額の合理性かつ現実性を確認できる契約

書等の写し、原価計算書等。 
 

３—６ 労務者の確保計画 
（１）自社労務者と下請労務者とを区別して記載する。（自社であれば自社、下請であれば下請と記

載）1 つの工種・職種で自社労務者と下請労務者の両方を使用する場合には 2 段に分けて記

載する。 
（２）「職種」の欄には、毎年度国土交通省が発表する公共工事設計労務単価 51 職種等のうち必要

な職種について記載する。 
（３）「労務単価」の欄には、経費を除いた労務者に支払われる予定の日額賃金の額を記載する。 

自社労務者に係る労務単価については、調査対象工事についても発注者から受け取る請負代

金から支弁することを予定していない場合にあっても、当該自社労務者に支払う賃金の額を

記載する。 
 （４）労務単価は、市川市公契約要綱第 9 条第 2 項の規定による賃金水準額以上であること。労務

単価が賃金水準額を下回る場合は、失格となるため注意すること。 
    （賃金水準額＝公共工事設計労務単価÷8（時間）×0.85（定率）※少数点以下は切り上げる） 
 （５）「員数」は、使用する労務者の延べ人数を記載する。 
（６）下請である場合の「名称」は、労務者を使用する下請会社の名称を記載する。 
（７）下請である場合の「取引年数」は、当該下請会社との取引年数を記載する。 



（８）複合費に係る労務者についても記載する。 
（９）「3-1 積算明細書」及び「3-7 工種別労務者配置計画」の記載内容と整合性があること。 
※添付書類 

・本様式に記載した自社労務者が自社社員であることを証明する書面等を添付する。 
・自社労務者を資格の保有が必要な職種に充てようとするときは、その者が必要な資格を有して

いることを証明する書面を添付する。 
・下請予定業者が使用する労務者に係る労務単価の見積額が、合理的かつ現実的な金額であるこ

とを明らかにした書面は、「3-3 下請予定業者等一覧表」の添付書類として提出する。 
 

 
３—７ 工種別労務者配置計画 
（１）本様式には、「3-6 労務者の確保計画」で記載した労務者の配置に関する計画を記載する。 
（２）「配置予定人数」の欄は、毎年度国土交通省が発表する公共工事設計労務単価 51 職種等のう

ち必要な職種について記載する。 
※添付書類 

・本様式に記載した自社労務者の職種ごとの配置計画を添付する。 
 
３—８ 建設副産物の搬出地一覧表 
（１）調査対象工事で発生するすべての建設副産物について記載する。 
（２）「受入価格」の欄には、建設副産物の受入予定会社が受け入れる予定の金額で、合理的かつ現

実的なものを記載する。 
※添付書類 
・受入予定会社の作成年月日のある見積書の写しを提出すること。 

 
３—９ 建設副産物の搬出及び資材等の搬入に関する運搬計画書 
（１）本様式には、「３—８ 建設副産物の搬出地一覧表」に記載した建設副産物の搬出、工事箇所

への資材等の搬入、仮置き場との間の土砂運搬等に関する事項のうち、入札者が直接運搬に関

わる契約を締結しようとする運搬予定者に係るものについて記載する。 
（２）運搬予定者の欄には、入札者が運搬を直接契約する予定の相手方を記載する。 
（３）運搬予定者への支払予定額の欄には、入札者が運搬予定者欄に記載の者と締結する予定の契

約における単価で、過去に取引した実績等をもとにした金額を記載すること。 
※添付書類 
・建設副産物の種類及び受入れ予定箇所ごとの運搬経路が確認できる地図等を添付する。 
・運搬予定者の作成年月日の記載のある見積書及びその運搬予定業者の過去の取引実績のある単価

など見積書記載の金額の合理性・現実性を確認できる契約書等の写しを添付する。 
 
３—１０ 施工体系図 
（１）本様式には、下請予定業者ごとに施工の分担関係が明らかになるように記載すること。 
（２）3 次以降の下請となる場合には、欄を適宜調整すること。 
 

３－１１ 財務状況 
（１）本様式には、財務状況に関する事項について記載すること。 
（２）前事業年度とは直近の終了した事業年度であり、開始日と終了日について記載する。  
（３）本事業年度とは現在の事業年度であり、開始日と終了日について記載する。 
（４）（総売上高）－（売上原価）=（売上総利益）とする。 
（５）（４）で挙げた項目を、それぞれ官公庁関係と民間関係に分けて記載すること。 
（６） 添付資料として、下記 1 から 3 までの書類を添付すること。 

1 前事業年度の貸借対照表の写しを添付すること。 
2 前事業年度の損益計算書の写しを添付すること。 
3 前事業年度の事業報告の写しを添付すること。 



【２】市川市低入札価格調査表（工事に関連する業務委託の契約関係）（様式第３号）の記載要領 
 
表紙 

      低入札価格調査表を提出する際の確認事項を記載しています。記載内容をご確認の上、必要事項

をすべて入力してください。 
 
１ 当該価格で入札した理由 

（１）当該価格で入札した理由を、労務費・手持業務の状況・手持機材の状況・過去に履行した実績・

再委託の相手側の協力などの面から詳細に記載する。 
（２）直接人件費・諸経費等において、経費を削減した点について項目を挙げて詳細に具体的かつ明

瞭に記載するとともに、各項目ごとに、その根拠となるべき以下の様式の番号を付記する（以

下の様式によっては自社が入札した価格で 契約の履行が 可能な理由が計数的に証明されな

い場合は、本様式又は添付書類において計数的説明を行うものとする。）。 
（３）なお、当該価格で入札した結果、契約の内容に適合した履行を行うことは当然である。 
 
２ 手持のコンサルタント業務等の状況 

（１）本様式は、配置を予定する技術者ごとに手持ちのコンサルタント業務をすべて記載する。 
・配置予定技術者が複数いる場合は、上部余白に配置予定技術者の氏名を記載する。  
・「請負区分」は、元請・下請の別を記載する。 
・「調査該当」は、低入札価格調査対象案件の該当・非該当の別を記載する。 
なお、再委託での業務もしくは民間からの受託業務の場合、「対象外」と記載する。 

（２）手持業種の中で低入札価格調査対象案件が含まれる場合には優先的に記載すること。 
（３）再委託での業務もしくは民間からの受託の場合、「落札率」の記載は必要ないものとする。 
（４）「業務の概要」を記載すること。なお、調査対象業務の経費を縮減する要素がある場合には、ど

の経費をいくら縮減できるのか根拠を含めて計数的に明らかにすること。 
※添付書類 

 ・低入札価格調査対象案件が含まれる場合には、その契約書頭紙の写し・入札結果一覧及び低入札

価格調査対象案件になった理由書（任意様式）を作成し、添付すること。 
 
３ 手持機材の状況 
（１） 本様式は、 測量業務又は地質調査業務が調査対象業務の場合に、入札者が使用する予定の手

持ち機械 並びに 入札者が直接機械のリースを受けようとする予定業者及び当該リースに係る

機械 について記載する。 
（２） 手持機材の状況 
   ① 単価の欄には、手持機材の使用に伴う原価を記載する。 
     例えば、年間の維持管理費用（減価償却費を含む）を調査対象業務の専属的使用日数 

  で按分した金額に運転経費等を加えた額を記載する。 
   ② メーカー名には購入業者名ではなく、当該機材の製作会社名を記載する。 
   ③ 利用予定日数は専属的使用日数を記載する。 
※添付書類 

 ・本様式に記載した手持機材についてその保有を証明する管理台帳等の写し及び写真（当該機械固

有の特徴が分かる部分（固有番号等）手持機材の全景が判るもの） 
 
４ 過去に受注した同種・類似業務の実績 （過去 5 年程度） 
（１） 本様式は、過去 5 年程度に元請として履行した同種・類似業務の実績について記載する。 
（２） 業務が終了した（検査済）案件で、新しいものから記載する。 
    ただし、低入札価格調査対象案件が含まれる場合には優先的に記載すること。 
（３） 国・地方公共団体発注分と民間発注分に分けて記載する。 
（４） 業務の概要について、明瞭かつ簡潔に記載する。 
（５） 国・地方公共団体分については、落札率について記載すること。 
   （予定価格が公表されていない場合はこの限りではない。） 
※ 添付書類 
・低入札価格調査対象案件が含まれる場合には、その契約書頭紙の写し・入札結果一覧 

   及び低入札価格調査対象案件になった理由書（任意様式） 



 
５—１~５—４ 諸経費等内訳書 
（１） 本様式は、業種の別に諸経費等の内訳について記載する。 
（２）一括計上は認めない。 
（３）項目ごとに算定した詳細な根拠を記載すること。 
（４）利益準備金については、算定根拠を金額の右欄に記載するとともに、その金額を計上した 
   考え方（本業務における利益額の考え方）を詳細に記載すること。 
（５）金額をゼロ計上とした場合には失格と判断する場合がある。 
 
６ 積算明細書  
（１）様式は任意とし、タイトルとして「様式 6 積算明細書」と明記すること。但し、市が様式を指

定した場合は指定様式を使用すること。 
（２）入札時に提出した内訳書を基にして、下記のとおり明細書を作成する。 

① 細別ごとに自社施行か、再委託業者（業者名を明記）による履行となるかを記載する。 
② 細別ごとに労務費・材料費を記載する（労務単価×日数×人数＋各材料費を明記） 
③ 業務に係る契約の履行に当たって必要となるすべての費用を計上しなければならないもの 

とし、市から受け取る契約代金から支弁することを予定していない費用（例えば、本社の

社員を活用する場合など本社経費等により負担する費用）についても計上するものとする。 
   ④ 計上する金額は、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実的なものでなければなら

ない。 
   ⑤ 業務の実施に必要な費目との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、「お得意様割引」

等の名目による金額計上は行わないものとする。 
 ※添付書類 

・再委託業者の見積書の写し（取引実績や購入原価等に裏付けられたもの）を添付する。ただし、

以下の様式及び添付書類によって積算根拠や取引実績等の裏付けが確認できる場合は、本様式

の添付書類として添付することを要しない。 
 
７ 全体工程表 
（１）様式は任意とし、タイトルとして「様式 7 全体工程表」と明記すること。 
（２）全体工程表は、業務単位で業務順序(業務フロー）、委託期間（日数）が確認できる工程表とす

る。（準備及び後片付けを含めたものとする。） 
（３） 照査の計画について、照査の体制・照査の項目・照査の時期を明確にした上で詳細に記載する

こと。 
 
８ 配置予定技術者名簿 
（１） 配置を予定する技術者について記載する。なお、競争参加資格として配置が必要な技術者につ

いては少なくとも記載すること。 
（２）自社の本業務関連分野登録技術者数と総登録技術者数を記載する。 

（資格が不要である場合は、不要と記載する。） 
（３）下記に指定する資料を添付すること。 
   対象者：本調査表に記載している従業員 

①過去 3 ヶ月分の給与明細書、又は労働基準法第 109 条の規定に基づく賃金台帳の写し 
②過去 3 ヶ月分の法定福利費（事業者負担分）の負担状況が確認できる書面の写し 
③直近に支払われた賞与の明細書 
④上記１～３を基とする給与・法定福利費等（事業者負担分）・賞与（半年分）より、 
  平均月収及び１日当たりの単価（稼動日数を月 20 日とする）を算出した書類 
⑤自社の社員であることを証明する健康保険被保険者証等の写し 
⑥記載した技術者等が必要な資格を有することを証明する書面の写し 
⑦経歴書（学校歴・業務経歴・資格取得経歴を記載した書類：任意様式） 

 
９ 労務者の確保計画 
（１）自社労務者と再委託労務者とを区別して記載する。（自社であれば自社、再委託であれば再委託

と記載し、1 つの職種で自社労務者と再委託労務者の両方を使用する場合には 2 段に分けて記

載する。 



（２）「労務単価」の欄には、経費を除いた労務者に支払われる予定の日額賃金の額を記載する。 
   自社労務者に係る労務単価については、契約対象業務についても市から受け取る委託代金から

支弁することを予定していない場合にあっても、当該自社労務者に支払う賃金の額を記載する。 
（３）「員数」の欄には、使用する労務者の延べ人数を記載する。 
（４）再委託である場合の「名称」欄には、労務者を使用する再委託会社名を記載する。 
（５）再委託である場合の「取引年数」欄には、当該再委託会社との取引年数を記載する。 
 
 ※添付書類 

・本様式に記載した 自社の労務者の過去 ３月分の支払給与実績等が確認できる給与明細書又は

労働基準法第１０８条の規定に基づく賃金台帳の写し等を添付する。 
・建築関係の建設コンサルタント業務おける協力会社の技術者については、当該技術者に支払わ

れる予定の日額の給与・賃金の額の根拠について説明する書類を添付する。 
 
１０ 業務体系図 
（１）自社の技術者及び再委託予定業者ごとに業務の分担関係が明らかになるように記載すること。 
（２） 3 次以降の再委託となる場合には、欄を適宜調整すること。 
 
 
 
【３】市川市低入札価格調査表（製造の請負の契約関係）（様式第４号）の記載要領 
 
表紙 

      低入札価格調査表を提出する際の確認事項を記載しています。記載内容をご確認の上、必要事項

をすべて入力してください。 
 
１ 当該価格で入札した理由 

（１）当該価格で入札した理由を、労務費・手持の他契約の状況・手持機材の状況・過去に履行した

実績・下請業者の協力などの面から詳細に記載する。 
（２）製造工程等において、経費を削減した点について項目を挙げて詳細に 
   具体的かつ明瞭に記載すること。（計数的な説明を行うこと。） 
（３）当該価格で入札した結果、安全で良質な施工を行うことは当然である。 
 
２ 当該契約期間中における他契約の請負状況 

（１）本様式は、同種契約の他社からの請負の状況について記載する。 
（２）低入札価格調査対象案件が含まれる場合には優先的に記載すること。 
（３）下請もしくは民間からの請負の場合、落札率の記載は必要ないものとする。 
（４）案件の概要を記載すること。なお、調査対象案件の経費を縮減する要素がある場合には、 
   どの経費をいくら縮減できるのか根拠を含めて計数的に明らかにすること。 
  （概要欄に記載すること。） 
※添付書類 

 ・低入札価格調査対象案件が含まれる場合には、その契約書頭紙の写し・入札結果一覧及び低入札

価格調査対象案件になった理由書（任意様式）を作成し、添付すること。 
 
３ 手持機材の状況 

（１）単価の欄には、手持機材の使用に伴う原価を記載する。 
   例えば、年間の維持管理費用（減価償却費を含む）を調査対象業務の専属的使用日数で 
   按分した金額に運転経費等を加えた額を記載する。 
（２）メーカー名には購入業者名ではなく、当該機材の製作会社名を記載する。 
（３）利用予定日数は専属的使用日数を記載する。 

※添付書類 
  ・本様式に記載した手持機材についてその保有を証明する管理台帳等の写し及び手持機材の全景

が判る写真を添付すること。 
 
４ 過去に受注した同種・類似案件の実績 （過去5年程度） 

（１）本様式は、過去 5 年程度に元請として施工した同種・類似案件の実績について記載する。 



（２）業務が終了した（検査済）案件で、新しいものから記載する。 
   ただし、低入札価格調査対象案件が含まれる場合には優先的に記載すること。 
（３）国・地方公共団体発注分と民間発注分に分けて記載する。 
（４）案件の概要について、明瞭かつ簡潔に記載する。 
（５）国・地方公共団体分については、落札率について記載すること。 
  （予定価格が公表されていない場合はこの限りではない。） 
※添付書類 

 ・低入札価格調査対象案件が含まれる場合には、その契約書頭紙の写し・入札結果一覧及び低入札

価格調査対象案件になった理由書（任意様式）を作成し、添付すること。 
 
５ 積算明細書 

（１）積算の明細書（入札内訳書）を基にして、下記の記載がある明細書を作成。 
① 様式は任意とし、タイトルとして「様式５積算明細書」と明記すること。 

  ② 細別ごとに自社施工か、下請業者（業者名を明記）による履行となるかを記載すること。 
  ③ 細別ごとに労務費・材料費を記載すること。（労務単価×日数×人数＋各材料費を明記） 
 
６ 全体工程表 

（１）全体工程表は、施工順序(施工フロー）、施工期間（日数）が確認できる工程表とする。 
（準備及び後片付けを含めたものとする。） 

（２）タイトルとして「調査表その 5-6 全体工程表」と明記すること。 
 
７ 労務者の確保計画 

（１）自社労務者と下請労務者とを区別して記載する。（自社であれば自社、下請であれば下請と記載）

1 つの職種で自社労務者と下請労務者の両方を使用する場合には 2 段に分けて記載する。 
（２）労務単価の欄には、経費を除いた労務者に支払われる予定の日額賃金の額を記載する。 

自社労務者に係る労務単価については、契約対象業務についても発注者から受け取る下請代金

から支弁することを予定していない場合にあっても、当該自社労務者に支払う賃金の額を記載

する。 
（３）員数の欄には、使用する労務者の延べ人数を記載する。 
（４）下請である場合の名称欄には、労務者を使用する下請会社名を記載する。 
（５）下請である場合の取引年数欄には、当該下請会社との取引年数を記載する。 
 

８ 施工体系図 

（１）本様式には、自社の技術者及び下請予定業者ごとに業務の分担関係が明らかになるように 
記載すること。 

（２） 3 次以降の下請となる場合には、欄を適宜調整すること。 
 

 

 

【４】市川市低入札価格調査表の提出に代わる届出書（様式第５号）の記載要領 
 

 市川市低入札価格調査表の提出に代わる届出書の提出を行う場合は、本紙に掲げる低入札価格調

査表の提出は不要です。 

   

 

 

【５】その他注意事項 

 

（１）本紙に示す書類を提出するに際し、その内容を立証するため、自らが必要と認める書類を併

せて提出することは差し支えありません。 

 （２） 一旦提出された後の調査表の一部又は全部の差し替え及び書類の追加提出は認められませ

ん。 
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